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Abstract
The serious shortage of labor in Western Europe and the acquisition of free movement of 

workers after joining the EU are usually regarded as the two main causes of the rapid emigration 
growth in Croatia. However, they explain only one aspect of the migration, namely, the 
conditions under which people are drawn or pulled abroad. There is another aspect of population 
movement, in which people are pushed from the country in which they lived. The latter is not as 
well understood as the former. This paper explores the domestic factors affecting the outfl ow of 
Croatia’s labor force abroad.

First, the long-term economic stagnation of the country after the collapse of the communist 
regime led to a deterioration in people’s working conditions. The failure of the privatization of 
socially owned enterprises led to a heavy reduction in employment opportunities. As a result, 
people who could not find work or who could not make ends meet were forced to leave the 
country to seek work.

Second, the number of employees working in the public sector accounts for more than 40 
percent of total employment in Croatia. Public-sector jobs are stable and pay far better than jobs 
in the private sector do. However, recruiting activity in the public sector is basically limited to 
personal connections, under the strong infl uence of political parties. This situation means that 
the majority of people, who have no such connections, fi nd it more diffi cult to fi nd jobs in the 
domestic labor market.

Third, a large number of emigrants think that employers in Western Europe offer jobs with 
greater opportunities than those in their country. These opportunities include the chance of wage 
rises as a result of their own efforts and the chance to exploit their job potential.

Fourth, despair or the loss of any hope of pursuing their life plan have prevailed in the 
minds of those who emigrate. The reason for this is that the national economic situation and 
standard of living have not improved at all for a long time, in spite of repeated promises from 
political leaders. This results in more and more people going abroad to fi nd work. In one sense, 
emigration can be interpreted as the protest of a people betrayed by the words of politicians too 
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many times.
The galloping emigration, particularly the drain of highly educated young personnel, means 

a great loss of precious human resources for Croatia, which may cause a serious decline in 
growth potential and hamper the sustainability of the social security system, such as the public 
pension system. If political leaders wish to put a brake on emigration growth, they must devise a 
policy to encourage people to stay and work in the country.

Fortunately, the Croatian economy is moving toward recovery thanks to a growth in exports 
and tourism. In addition, Croatia expects a grant for domestic infrastructure investment from the 
EU. Making good use of these advantageous conditions, the political leaders of this country need 
to formulate an effective policy for the development of the national economy that promotes an 
increase in attractive job opportunities for young people.
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1　はじめに

　最近のクロアチアを揺るがしている社会問題の
1つに「移民問題」がある。といっても、中東や
アフリカからの難民の流入ではない。自国民の外
国への流出問題である。
　正確な移民の数は把握されていないが、クロア
チアの日刊紙『ヴェチェールニイ・リスト』が同
国内務省から入手したデータによると、2013年1

月から2016年6月初めまでに約257000人のクロ
アチア国民が外国での居住地を政府に届け出た。
このうち、移民の第一段階である一時的な移住を
届け出た者は約117000人である。年間平均にす
ると約33500人となるが、届け出をしない者も多
いと考えられるので実際の移住者はもっと多いと
考えられる。たとえば、ドイツ政府のデータによ
ると2015年にドイツに移住を申告したクロアチ
ア国籍者は50646人に上ったが、同年にクロアチ
ア政府にドイツへの一時的な移住を届け出た国民
はその半分以下の21167人に過ぎなかった。その
他のデータも考慮して国外に移住するクロアチア
国民は毎年55000人から60000人に上ると同国の
人口学者は推測している 1。これは2011年のクロ
アチアの人口の1.3%から1.4%に当たる。2013年
の日本の人口規模に換算すれば年間166万人から
178万人に相当する大きさである。
　移民の大半は就労を目的とする経済移民であ
る。歴史を振り返ると、大量の経済移民は旧ユー
ゴスラヴィア時代の1960年代にも発生した。こ
のときの移民の大半は単身者であり、家族を故国
に残して西側諸国に出稼ぎに出た人々であった。
彼らの多くは製造業や建設業の現場で単純作業に
従事し、学歴水準も低い層であった。しかし、最
近の移民は高学歴の若年世代が中心であり、既婚
者の場合には単身赴任ではなく、家族全体で移住
するケースが目立つようになっている 2。これは
クロアチアにとっては貴重な人的資本の損失を意
味し、潜在成長力の低下や社会保険・年金制度の
維持困難など深刻な悪影響を招く結果になると懸
念されている。
　移民の行き先にはドイツを筆頭にオーストリ
ア、スウェーデン、アイルランドといった欧州諸

国が多い。これらの国々では人口の高齢化と少子
化によって深刻な労働力不足が始まっている。こ
の不足を埋めるには国外からの移民に期待するし
かない 3。この状況が移民を引き寄せる大きな要
因になっていることは間違いない。クロアチアは
2013年7月に欧州連合（EU）に加盟した。2015

年7月からは就業規制が漸次撤廃され、クロアチ
ア国民はどの加盟国においてもその国の国民と対
等の条件で労働市場に参加できるようになった。
そのため、国外に仕事を求めて移住する者の数は
いっそう多くなっている。
　しかし、移民の増加の背景には国内の要因があ
る。つまりプッシュ要因である。クロアチア国内
で指摘されていることは経済状況の悪さと深刻な
就職難・失業問題である。これはクロアチアの人々
にとっては自明のことのようであるが、そのため
かメディアの報道が多い割には立ち入った分析が
少ない 4。私見によれば、クロアチアにおける外
国への移民の増加は、経済体制転換後の長期にわ
たる経済発展の停滞、その中で起こった雇用破壊
ともいえる雇用機会の縮小と失業者の増加、公的
部門の職場における不公平な採用慣行（縁故主義）
といった状況が続く中で、人びとが国内での職業
及び人生設計に希望や可能性を見いだせなくなっ
た結果である。このことを以下では明らかにして
ゆきたい。

2　経済発展の動向

2-1　1990年以降のGDPの推移5

　クロアチア科学芸術アカデミー経済調査部門
長ゴルダン・ドゥルジッチの研究 6とクロアチア
の中央銀行であるクロアチア人民銀行（HNB：
Hrvatske narodne banke）発表の経済指標に基づき、
1990年から2015年までの経済動向を概観する。
　表1にみるように、クロアチアの経済規模は
1991年から急激に縮小した。その指標である名
目GDPは1992年には1990年比で41%に落ち込ん
だ。1993年に名目GDPは微増だが、実質成長率
はマイナス8%であり、クロアチアの経済規模は
体制転換後に最も小さくなった。実質GDPでは



表1　1990 ｰ 2006年のクロアチアの経済指標

Gordan Družić, Gospodarski razvoj Hrvastke i EU, Ekonomija 14-1, 2007, p.3.
HRK
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1990年の64.1%である。これは1991年に起こっ
た内戦による経済混乱と国土の荒廃の影響の結果
である。
　内戦は1995年に終結し、1996年からは戦後復
興期に入った。名目GDPは1999年を除いて増加
を続けたが、増加の速度は遅かった。ドゥルジッ
チによれば、クロアチアの経済規模が1990年の
水準を回復したのは2004年のことであった（実
質GDPは1990年比103.3%）
　2000年代の半ばに欧州経済の景気拡大を背景に
クロアチア経済も比較的高い成長を遂げた。2008

年には名目GDPは貨幣額ではこの25年間の間で
最大額を記録した。しかし、2008年秋に始まる
世界金融恐慌の影響を受けて、翌2009年の名目
GDPは前年比 -7.4%と急落した（表2）。この年以
降、クロアチアの経済は2014年に至るまで6年連
続でマイナス成長を記録した。

　2015年に名目GDPは7年ぶりに年間を通じて
プラス成長になった。その後も名目GDPの拡大
は予測され、クロアチアの経済はようやく上向き
のトレンドに入った。

2-2　経済発展の特徴

　第1に経済成長の度合いが著しく低いことであ
る。このことは2000年代にEUに新規加盟した東
欧諸国と比べると顕著に判明する。ザグレブ経
済研究所のグーステ・サンティニ（Guste Santini）
とサンドラ・ベーベク（Sandra Bebek）は1990年
から2012年までのクロアチアの経済発展の動向
を他の東欧諸国と比較分析しているが、その結果
を簡単にまとめたものが表3である。これらの諸
国は1990年以降の経済成長の度合いからみて二
つのグループに二極分解している。一つはポーラ



表2　2007 ｰ 2015年のクロアチアの経済指標

表3　EU加盟の東欧諸国の経済指標

Hrvatska Narodna Banka(HNB), h-ekonomski indikator, objavljeno 31.1.2015.

Guste Santini i Sandra Bebek, Hrvatska kao članica europske
unije: put u (ne) poznatu budućnost, “Ekonomija/Economics”, EFZ-
RIFIN, Zagreb, 2013, br. 1, p. 1 – 29.

Državni zavod za statistiku
Eurostat
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ンド、スロヴェニア、スロヴァキア、チェコ、ハ
ンガリーからなる高成長グループであり、もう一
つはクロアチア、ルーマニア、ブルガリアからな
る低成長グループである。社会主義の時代にはク
ロアチアは東欧諸国では先進国グループに属して
いたが、その後の経済不振によって低成長グルー
プに後退してしまった。表3によると、市場経済
への移行後に最大の大きさになった2008年の経
済規模は実質では1990年比で21%の増加に過ぎ
ない。2012年のGDP指数は1990年を100として
107.9にとどまる。これは東欧8カ国の中では最
も増加の割合が小さい。
　グーステ・サンティニらの研究が取り扱ってい

る期間は2012年までであるが、クロアチア財務･
会計研究所のティホミール・ドマゼット（Tihomir 

Domazet）は、2014年のクロアチアのGDPは実質
では1986年のGDPに比べて7.7%少ないことを明
らかにした 7。1986年は社会主義の時代で最も経
済規模が拡大した年であるが、2009年から続く
長期の景気後退のプロセスの中でクロアチアの経
済規模は社会主義の時代の水準よりも小さくなっ
てしまったことはショッキングな発見としてマス
コミでも大きく取り上げられた 8。
　第2に製造業の著しい弱体化である。クロアチ
アは旧ユーゴスラヴィア連邦では先進工業国であ
り、造船業、電機産業、重機械製造業に比較的強



表4　クロアチアの経常収支

表5　部門別の対外債務

HNB, Tablica H12: Bruto inozemni dug prema domaćim sektorima, 2016.

HNB, Tablica H12: Bruto inozemni dug prema domaćim sektorima, 2016.
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い競争力を持ち、国外に製品を輸出していた。し
かし、クロアチアの製造業は市場経済への移行後
に著しく衰退した。そのきっかけは1990年代初
めにこの国で起こった内戦であるが、戦争が終
わってからも製造業生産の回復は遅かった。表
1によると、1990年を100とした製造業の生産指
数は1998年に49にまで落ち込んだ。表3による
と、経済規模が最も拡大した2008年でもこれは
94.6にとどまる。2008年の時点で製造業の生産指
数が1990年の水準を回復していないのはEU加盟
の東欧諸国ではクロアチアの他にはルーマニアだ
けである。輸出を支えてきた製造業が弱体化した
結果、輸入が輸出を上回り、この国の貿易収支は
常に赤字となった。クロアチアにとって唯一の救
いはアドリア海の島嶼部と沿岸部に展開する観光
業であり、それがもたらすサービス収支の黒字に

よってこの国は経常収支の赤字を少なくしていた
（表4）。
　第3に対外債務と政府債務の増大である。国内
に資金の蓄積がないクロアチアでは経済復興と発
展のための資金は外国からの借金に頼らざるを得
なかった。そのため、過去25年間に対外債務は
著しく増大した。表1によれば、1992年から2006

年にドル換算額の対外債務は14.2倍に増大した。
ユーロ換算額でみても、表2によれば、2000年か
ら2015年に対外債務は3.7倍に増大した。対外債
務のGDP比は2000年に51.9%だったが、2009年
から100%を超える水準で推移している。部門別
の対外債務をみると、民間部門（金融機関とその
他の民間企業）の債務が占める割合も非常に大き
い。2016年3月末に民間部門の対外債務は全体の
48%を占める。このこともこの国の経済が外国か



表6　1980年代後半の就業者数

Statistički godišnjak Republike Hrvatske 1991, Republički zavod za 
statistiku Republike Hrvatske, 1991.
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らの融資に依存することを如実に示す指標である
（表5）9。
　もっとも、対外債務の増大が直ちに問題だとい
うわけではない。しかし、クロアチアの場合、こ
れだけ多くの資金の融資を受けていながら、経済
成長の度合いが著しく低い。外国からの借金が経
済成長に効果的に結びつかなかったことが問題で
ある 10。
　クロアチア政府は外貨準備高を厚くし、対外債
務の履行に努力している。そのため、対外債務の
残高はここ数年ほぼ横ばいである（表1）。しかし、
慢性的な財政赤字が続いているため、政府は国内
債務を増やしている。2009年から2015年に国内
債務は倍増した。政府債務のGDP比は2009年の
49.0%から2015年に86.7%に増加した。政府の債
務は公的部門の職員の人件費や地方自治体への補
助金の財源の一部、社会保険の赤字の補填に回っ
ている。この点で持続可能性を欠く側面がある。
そのために最近の国政選挙や政治で行政改革や社
会保険制度改革が提案されている。
　第4に市場経済への移行後に大きく減少した就
業者数がこれまでほとんど回復していないことで
ある。表1によると1990年の就業者数は156.8万
人であったが、2006年までの就業者数の推移を
みると一度もこの水準を回復していない。とくに
製造業就業者指数は一貫して低下を続け、2006

年には1990年の4割の水準まで落ち込んだ。これ
に対し、失業登録者数は2000年から2002年の間
には1990年の2倍以上の水準に達した。この結果、
表2に示されているように、近年のクロアチアの
就業率は40%台という極めて低い水準で推移して
いる。雇用量の縮小は市場経済への移行後の最大
の問題である。これは本稿のメインテーマと関係
するので、その他の事項と併せて次節で詳しく分
析したい。

3　就業構造の特徴

3-1　1990年代の雇用喪失

　1990年代以降にこの国の雇用がどれだけ減少
したかをみるために、1980年代後半の就業者数
と1990年代以降の就業者数を比較してみる。表
6はクロアチア共和国統計局発行の『クロアチ
ア共和国統計年鑑1991年（Statistički godišnjak 

Republike Hrvatske 1991）』に記載の就業者数であ
る。社会主義の時代なので現在とは異なる分類が
使用されている。「社会有部門の労働者」（Radnici 

u društvenom sektoru）とは企業や行政組織、教育
機関など組織体に雇用されて働いている就業者で
あり、被雇用者と置き換えてよい就業者である。
「個人所有部門の労働者」とは農林漁業従事者や
自営の商工業者、職人などを指し、被雇用者以外
の就業者である。これに対し、現在の統計書では
「社会有部門の労働者」は廃止になり、「あらゆ
る所有形態の法人の就業者」（Zaposleni u pravnim 

osobama svih oblika vlasništva）という分類が使用
されている。これは「社会有部門の労働者」と内
容的には同一の概念であり、表では便宜上「法人
組織の被雇用者」と表記した。「個人所有部門の
労働者」は現在では「職人・自営業者」と「農業
者」の二つに分けて集計されている。
　1989年は社会主義政権が年間を通してこの国
を統治した最後の年にあたるが、この年に「社会
有部門の労働者」は156.7万人であった。これに
対し、1999年の「法人組織の被雇用者」は105.8

万人である。10年間の間に50.9万人、比率にす
ると32.5%の減少である。クロアチアの被雇用者
はわずか10年で3分の2に縮小した。1999-2014

年の間では「法人組織の被雇用者」は2008年の
125.2万人が最大数であるが、それでも1989年の



表7　雇用主体別の就業者数
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数と比べて31.5万人も少ない（表7）。　
　1990年代にこのように大きな雇用喪失が起き
たことには3つの要因がある。第1に社会主義経
済から市場経済への移行である。社会主義の時代
にはあらゆる職場には余剰人員が存在し、赤字経
営の企業も国や地方自治体から損失補填によって
存続していた。市場経済体制に移行すると、余剰
人員を抱え込む余地はなくなり、市場のニーズに
合わない企業は市場からの退出を余儀なくされ
る。このようにして社会主義時代の過剰雇用が整
理・放出されたことが一つの要因である。
　上記は市場経済へ移行した国が遭遇した共通の
要因だが、クロアチアの場合にはさらに2つの特
殊要因が重なった。一つは1990年代初めの内戦
とユーゴスラヴィア連邦解体による経済混乱であ
る。戦争によって建物や生産設備を破壊され、そ
の後にも営業や操業を再開できなかった企業や工
場も多かった。連邦の解体によって他の共和国の
市場を失い、倒産したり規模を縮小したりした企
業もあった。その結果、多くの人々が職場を失った。
　もう一つは社会有企業の民営化の影響である。
旧ユーゴスラヴィアの社会主義経済では企業の所
有形態は「社会有」とされてきた。これは国家の
直接的なコントロールを排除し、企業の従業員に
経営権を保証し、「労働者の自主管理」を実現す
るための措置であった。「社会有」とは「社会全
体の所有物」という意味であり、企業資産の所有
権が誰に属するのかは特定できなかった。そのた
め、民営化のためには「社会有企業」は国家の管
理の下で株式会社に転換し、この株式の購入権を
主として企業の従業員に優先的に与えて私的企業
にしていくという方法が採用された。

　1991年に開始された企業民営化の過程では、基
幹産業と公共性の高いインフラ関連企業は民営化
の対象から外されて国有企業化される一方で、そ
の他の企業の民営化が進められた。しかし、多く
の場合にこれらの企業の所有者になったのは一部
の「企業家」とその企業の経営幹部であった。彼
らは企業資産を担保に銀行から融資を受けて資金
を調達し、株式を買い集めて企業の所有者になっ
た。その場合にしばしば起こった問題は、新しい所
有者が企業経営の意思と能力を持ち合わせていな
かったことである。彼らは陰で企業資産を巧妙に着
服し、経営に行き詰まると取引先に代金を支払わず、
企業を倒産させた。企業の清算手続きの後に残っ
た企業資産は第三者に売却され、その代金は所有
者と資金の融資をした銀行との間で山分けされた。
従業員は賃金の未受領が続いたあげく、企業の閉
鎖によって失業者として路頭に投げ出された。
　このような事例が全国各地で日常茶飯事のよう
に発生したため、企業の民営化はこの国の一般庶
民の間ではすこぶる評判が悪い。最大の問題は一
部の人びとが不明朗なコネクションに基づいて銀
行から融資を引き出し、株式の購入資金を得たこ
とである。購入先の企業の資産が担保となるので、
銀行との関係が良好であれば、「企業家」は自前
の資金がゼロでも企業を購入できた。このよう方
法での企業の所有権の取得は「略奪」や「窃盗」
と同一視されることも多い。企業資産の売却で一
財産を築いた人物は「タイクン (Tajkun)」と呼ば
れている。これは中国語の「大君」に由来し、「成
金長者」という意味で使われている 11。企業の民
営化後の破産によってどれだけの数の従業員が失
業したのかについては信頼できるデータが存在し



表8　産業部門別被雇用者の比較

表9　登録失業者数と失業率の推移

Hrvatski zavod za zapošljavanje HZZ ,
kretanje broja nezaposlenih osoba od 1952.
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ないが、1990年代の後半に失業者の数が急増した
背景にはこのような事件が相次いで起こっていた。
　この雇用の大量喪失は主として鉱工業部門で発
生した。表8は1986-1990年の産業部門別の被雇
用者と2005年及び2014年の法人組織の被雇用者
を産業部門別に集計したものである。社会主義の
時代の産業分類とその後の産業分類は異なるので
厳密な比較はできないが、産業部門別の被雇用
者の推移を大まかには知ることができる。これ
によれば、1986-1990年には鉱業と工業の分野に
は56-57万人の被雇用者がいた。しかし、それは
2005年に25万人に減少し、2014年には22万人に
なった。社会主義の時代と比べて、35万人の雇
用が失われたことになる。

3-2　失業登録者と失業率の動向

　表9は1985年から2015年までにクロアチアの
就業斡旋局に登録された年間平均の失業者数の推
移である。ユーゴスラヴィアは社会主義の時代に
失業の存在を認めていた。クロアチアでは1980

年代後半の失業者数は12-13万人程度であった。
日本のハローワークに当たる組織であるクロアチ
ア就業斡旋局（Hrvatski zavod za zapošljavanje）に
失業登録をする人々の数は市場経済への移行が
始まると増大した。内戦中の1992年には1980年
代後半に比べ失業者数は倍増した。しかし、失業
者数がさらに増加するのは内戦終結後の1996年
以降である。1999年に失業者数は30万人を超え、

2001年には38万人に達した。これは市場経済へ
の移行が始まってから最も大きな数になった。前
述のように、内戦終結後の1996年以降にクロア
チアでは企業民営化が進行したが、これは他面で
企業倒産と雇用破壊が進行する過程であり、失業
登録をする者が増大した。
　その後の景気回復と経済成長に伴って、2003

年以降に失業者は減少した。クロアチアのGDP 

が最も大きくなった2008年には年間平均の失業
者数は236741人となった。これは1990年以降で
は最少の数字である。それでも1980年代後半と
比べると失業者の数は2倍近い。しかし、リーマン・
ショック後の世界金融恐慌と欧州経済の不況の影



表10　就業斡旋局の仲介によって就職した失業者

表11　失業登録者の構成（各年12月31日時）

HZZ, Zaposlene osobe s evidencije zavoda od 1952.
godine.

DSZ, Statistički ljetopis 2007, 2009, 2012, 2015.
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響を受け、2009年以降に失業者数は再び増加に
転じた。
　その後、クロアチア経済が長い景気後退のトン
ネルを脱したことに伴い、2015年の失業者数は7

年ぶりに前年に比べて減少した。ただ注目すべき
は失業者の減少の割には失業率がそれほど下がっ
ていないことである。後で述べるように、これは
労働力人口の減少の影響である。労働市場から退
出する者が増えて失業率算出の分母が小さくなっ
たためである。
　就業斡旋局が公表する登録失業者に関する統計
にはもう一つ興味深いものがある。それは就業斡
旋局の仲介によって就職した者の数である。就業
斡旋局はこれを「期間の定めのある雇用」、つま
り有期の雇用契約による就職者と「期間の定めの
ない雇用」、つまり無期の雇用契約による就職者
に分けて集計している。1995年から2012年まで
の就職者数をまとめたのが表10である。
　これをみると、就業斡旋局の仲介により就職し

た者の中では「無期雇用」の割合は年を経るに
つれて低下していることがわかる。1995年には
35.9%だった無期雇用の比率は2012年には12.7%

にまで低下した。実数でみても景気拡大がピーク
に達した2008年にも無期雇用の就職者は前年に
比べて減少している。その数字は1990年代後半



表12　主要国の長期失業率の推移

OECD Factbook 2015-2016 Economic, Environmental and Social Statistics, p.134-135, 2016.
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の数字よりも少ない。2010年以降、政府は雇用
を促進する政策を打ち出し、就業斡旋局の仲介に
よって就職した者は増加している。しかし、それ
は雇用期間が限定された（たいていは1年契約）
雇用の増加である。これに対し、無期雇用で就職
した者は逆に減少している。それだけ安定的な就
職先に就職することは困難になっている。

3-3　失業登録者の構成

　就業斡旋局に失業登録をした者について、性別、
年齢、勤続年数、失業期間、学歴の構成をみてお
きたい（表11）。性別では2008年までは女性の割
合が高く、6割以上を占めていた。しかし、2009

年から2014年まで続いた長期不況期には男性の
失業者が増加し、比率の上では46-47%の水準ま
で高まった。年齢構成では好不況に関係なく40

歳以上の中高年層が50％近い割合を占める状況
が続いている。このうち最も大きな割合を占める

のは50歳以上であり、2006年以降では常に4分
の1を上回っている。勤続年数ではかつては就業
経験のない者が比較的大きな割合を占めたが、近
年ではその比率は低下している。これに代わって
割合が大きくなったのが10年以上の勤続年数の
者である。2006年に34.6%だった10年以上の勤
続年数をもつ失業者は2014年には48.6%と半数
近くを占めるに至っている。失業期間では2006

年までは1年以上の長期失業者の比率が50%を上
回っていた。しかし、2007年以降は1年未満の者
の方が多くなり、長期失業者の比率は50％を下
回っている。
　表12は主要国の近年の長期失業率の推移であ
る。これをみると長期失業率が高い水準で推移し
ている国は多い。ドイツやフランスでも40%台の
状態が続き、EU28国平均は2014年に48.6%である。
クロアチアの長期失業率はおおむねEU28国平均
と同じである。
　失業登録者の学歴構成（表13）では、2003年



表13　失業登録者の学歴構成
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までの統計をみると、「不熟練」、「半熟練、低熟練、
初等教育学校」といった低学歴層の割合が比較的
高かった。また製造業企業の経営不振や倒産の影
響を受けて、「熟練、高熟練」の割合が常に3分
の1を上回っていた。2006年以降の統計を見ても
この傾向はあまり変わらない。これらの労働者は
労働市場の需要とのミスマッチによって就職先が
なかなか見つからない。そのために長く失業者と
して滞留しがちになっており、最も大きな困難を
抱えた層である。しかし、近年では比較的学歴の
高い層の割合が高まっている。たとえば、2014

年では「4年生以上の中等職業学校、中等教育学
校（ギムナジウム）」が3割近くの比率になり、「高
等専門学校」、「大学、単科大学、大学院」もそれ
ぞれ過去最大の比率になっている。高学歴者の就
職が厳しくなっていることに国外への移民の増加
と関連するので注目しておきたい。

3-4　労働力人口、就業率、失業率

　クロアチアには二種類の労働統計がある。一つ
は「行政資料に基づく労働統計」と呼ばれるもの
であり、クロアチア共和国の国家統計局や政府機
関が調査を実施し、集計する。代表的なものには
クロアチア就業斡旋局が集計・公表する失業登録

者を中心にした統計がある。国内の企業と年金局
に国家統計局が照会して集計する就業者数に関す
る統計もそうである。
　もう一つは「労働力調査（Anketa o radnoj 

snazi）」であり、国家統計局が実施・集計する。
後者は ILOの指導により1996年から実施されて
いる調査である。労働力調査は国際的に共通の
概念定義と調査方法に基づき実施されているの
で、そこで得られたデータは国際比較が可能であ
る。ただし全数調査ではなく、一部の標本を調べ
て全体を推計するサンプル調査であるので、その
結果は推計値となる 12。以下では「労働力調査」
の結果に基づき、就業・不就業の実態をみてみた
い 13。
　全体的な結果をまとめたのが表14である。ク
ロアチアの労働可能人口（15歳以上人口）は
2015年に360.3万人であった（全人口は2011年の
人口調査では428.5万人）。就業者数と失業者数を
合わせた数が労働力人口であり、それは2015年
に189.8万人であった。労働力人口に関して注目
する必要があるのは労働可能な人口に占める割合
である。言い換えると、労働可能な人口の中でど
の程度の割合が就業意欲を持ち、労働市場に参加
しているかである。この割合は「労働力率（ま
たは労働参加率）」と呼ばれる。それは2015年に



表14　労働力人口と労働力率・就業率
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52.5%であった。時系列的に見た場合、労働力率
は2005-2012年には50%を下回っていたが、2013

年以降は50%を少し上回る水準になっている 14。
男女別に見た場合、女性の労働力率が著しく低
い。2005-2012年に40%前後であり、2013年以降
で45%前後の水準である。
　労働力人口に占める就業者の割合を就業率とい
う。その割合は2015年に44.1%であった。これは
労働可能な人口の半分以下しか仕事をしていない
ということである。男女別に見た場合、女性より
も男性の方が就業率は高いが、それでも2015年
に49.9%と半分程度の者しか仕事をしていない。
女性の就業率は2015年に38.9%であり、4割を下
回る状況が続いている。
　労働力調査は独自の定義により、失業率を算出
している 15。2015年の失業率は16.3%である。時

系列的にみると、景気拡大のピークであった2008

年に失業率は最低の水準を記録し、8.4%となっ
た。しかし、その後6年間続いた景気後退期に失
業率は漸増し、2013年と2014年には17.3%を記
録した。
　このほかに失業率の推移をみると二つの傾向が
看取される。一つはかつて大きかった男女の差が
2009年からの景気後退の期間に縮小し、大差がな
くなったことである。これは男性の就職難が深刻
化したことを意味している。もう一つは「行政資
料に基づく労働統計」に基づいて算出される失業
率との差が縮小したことである。たとえば、2005

年にはクロアチア就業斡旋局に登録された失業者
数に基づいて算出された失業率は17.9%だったの
に対し、「労働力調査」の結果によって算出され
た失業率は12.3%であり、5%以上の違いがあった。



表15　欧州主要国と日米の労働力率（15-64歳）
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しかし、2015年にはそれぞれ16.3%と17.4%にな
り、1%程度の差になった。これは行政機関に無
届で仕事をしていながら失業登録を行っている者
が減少し、「行政資料に基づく労働統計」に基づ
いて算出される失業率が実態に近づいたことを意
味している。

3-5　性別年齢別の労働力率、就業率、失業率

　2005年から2014年までは性別年齢別のデータ
が公表されているので、その特徴をみておきたい。

労働可能人口に占める15-64歳の人口を「生産年
齢人口」という。通常、国際比較されることが多
いのは「生産年齢人口」のどれだけの部分が就業
意欲をもち、労働力化しているかということであ
る。表15は近年の主要国の労働力率の推移をま
とめたものである。これによると、近年では各国
共に労働力率は非常に高くなっている。OECD加
盟国では労働力率は2014年に男女平均71.2%、男
性79.7%、女性62.8%である。労働力率は先進国
ではさらに高くなり、2014年に男女平均で75%

を超える国も多い（日本は男女平均75.5%、男性



表16　性別年齢別の労働力率（男女計）

OECD, Labour Force Statistics 2014.
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84.9%、女性66.0%）。中にはスウェーデン（81.5%）
やスイス（83.8%）のように男女平均の労働力率
が80%を超える国もある。両国では病気や学業の
者を除けば生産年齢人口のほとんどが労働力化す
る状態に近づいているとみることができる。この
ように労働力率が高い国では、景気がよくなると
労働力不足が強く感じられるようになる。国内の
生産年齢人口からは追加の労働力供給を得ること
が難しいからである。このような状況では国外か
らの良質な労働力の到来は歓迎される。そのため、
国内の労働力率の高さは外国人労働者が増える要

因の一つになる。
　これらの主要国の水準と比較すると、クロアチ
アでは生産年齢人口（15-64歳）の労働力率はか
なり低い水準にとどまってきた。男女平均の労働
力率は2014年に66.1%であり、それ以前の時期は
60%台前半の状態が続いていた（表16）。クロア
チアで労働力率が相対的に低いのは就業機会がそ
れだけ乏しいことを反映している。つまり、失業
者の間で就業をあきらめ、労働市場から退出する
ものが多いことを意味している。このことは男女
別に見た場合、女性にとくに当てはまる。クロア



表17　性別年齢別の労働力率（男性）

表18　性別年齢別の労働力率（女性）
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チアでは女性の生産年齢人口の労働力率は2013年
まで50%台後半の水準にとどまっていた（表18）。
　クロアチアにおける就業機会の乏しさを示すも
う一つの指標は実際に働いている人の割合、すな
わち就業率である。生産年齢人口（15-64歳）の
就業率をみると、2005-2014年に男女平均の就業
率は50%台前半の水準が続いていた（表19）。つ
まり、十分に働ける年齢の人口の半分近い部分
が仕事をしていない状態が続いていたことであ
る。男女別にみた場合、男性の生産年齢人口の
就業率は2008年に65%だったが、その後の不況
期に50%台後半に落ち込んだ。それは2014年に
59.1%であり、未だに60%台を回復していない（表
20）。女性の場合では、生産年齢人口の就業率は
40%台後半から50%程度までの状態が続き、2014

年に50%である（表21）。
　年齢別に就業率をみると、二つの特徴を指摘
できる。一つは若年層の就業率の低さである。
15-24歳の男女平均の就業率は2012年以降に20%

台を割り込み、2014年に18.3%である。2012年か
らは15-29歳の集計値があるが、それは2014年に
34.8%にとどまる（表19）。15-29歳層では3人に1

人程度しか就職していないといことである。男女
別に見た場合、男性の若年層の就業率は幾分か高
いが、それでも2014年に15-24歳で21.2%、15-29

歳で38.4%である（表20）。女性の場合では若年
層の就業率は著しく低い。それは2014年に15-24

歳で15.3%、15-29歳で31.2%である（表21）。
　もう一つは高年層の就業率の低さである。表19

ではどの年次をみても男女平均では25-49歳の就



表19　性別年齢別の就業率（男女計）

表20　性別年齢別の就業率（男性）

表21　性別年齢別の就業率（女性）
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業率は70%を超えているが、50-64歳になると就
業率は40%台半ばに急減する。これは十分に働け
る年齢でありながらかなり早期に退職する者が多
いことを意味している。2012年からは55-64歳の

就業率の集計値があるが、それは2014年に36.3%

である。これは25-49歳層の就業率の半分の比率
である。つまり、55歳を過ぎると2人に1人は退
職することを意味している。男女別に見た場合、



表22　性別年齢別の失業率（男女計）

表23　性別年齢別の失業率（男性）

表24　性別年齢別の失業率（女性）
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男性の高年層の就業率は幾分か高いが、それでも
2014年に55-64歳で45.8%にとどまる。女性では
高年層の就業率は著しく低い。それは2014年に
50-64歳で38.9%、55-64歳で27.3%である 16。
　性別年齢別の失業率については就業率の特徴
の裏返しで二つの傾向を指摘できる。一つは若
年層の失業率の高さである。表22にみるように、
男女平均の失業率は2014年に15-24歳で45.5%、
15-29歳で32.3%を記録している。若年層の失業

率は男女別で大きな相違はない。男性の失業率
は2014年に15-24歳で44.9%、15-29歳で31.8%で
あり（表23）、女性の失業率は15-24歳で46.4%、
15-29歳で33.0%である（表24）。この国では
15-29歳層では3人に1人は働きたくても仕事がな
い。このような若年世代の就職難は国外に労働力
が流出する大きな背景である。
　他方、失業率は男女ともに高年者になると全
年齢平均に比べて低くなる。たとえば、表22に



表25　雇用期間別の被雇用者数の割合

DSZ, Statistički ljetopis 2015.
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みるように、2014年の失業率は全体平均で17.3%

であるが、50-54歳の失業率は男女平均で12.0%、
男性11.4%、女性12.9%である。これは高年者に
なると男女ともに就職をあきらめ、労働市場から
退出する者が多くなることを意味している。

3-6　雇用形態の特徴

　国家統計局が集計した「行政資料に基づく労働
統計」には被雇用者の雇用形態に関するデータが
二つ含まれている。一つは雇用期間に関するもの
であり、もう一つは勤務時間に関するものである。
クロアチアでは雇用期間には「期間の定めのない
雇用（rad na neodređeno vrijeme）」、「期間に定め
のある雇用（rad na određeno vrijeme）」、「試用期
間の雇用（pokusni rad）」の3種類がある。「期間
の定めのない雇用」とはいわば無期雇用であり、
「期間に定めのある雇用」とは任期付きの雇用で
ある。表25は2014年の雇用期間別の被雇用者
である。「期間の定めのない雇用」は全体平均で
85.8%であり、圧倒的に多い。期間の定めのある
雇用は13.6%に過ぎない。業種別にみてもどの業
種でも「期間の定めのない雇用」が大多数である。
過去の統計を遡っても、「期間の定めのない雇用」
の 比 率 は2005年87.2%、2008年85.9%、2012年

86.8%とほぼ変わらない。
　「期間に定めのある雇用」の比率が比較的高い
業種は「事務的・補助的サービス業」であるが、
それでもその比率は32.9%にとどまる。注目すべ
きは男女別に見た場合にも大きな差がないことで
ある。女性の場合も「期間の定めのない雇用」が
圧倒的に多い。
　もう一つは被雇用者の勤務時間である。クロア
チアの勤務時間には「フルタイム勤務」、「パート
タイム勤務」、「短縮された勤務」の3種類がある。
「短縮された勤務」とは「フルタイム勤務」と「パー
トタイム勤務」の中間的な勤務であり、パートタ
イムよりは勤務時間が長い勤務である。2014年
の分布をみると、全体では被雇用者の96.6%が「フ
ルタイム勤務」である。「パートタイム勤務」は
3.3%、「短縮された勤務」は0.1%に過ぎない。こ
れも業種別に大差がない。唯一被雇用者に「パー
トタイム勤務」が多い部門は「教育」である。こ
れは時間単位で仕事をする者（非常勤講師のよう
な教員）がいるからである。それでも被雇用者の
84.6%は「フルタイム勤務」であり、「パートタ
イム勤務」は15,2%である。時系列的にみると、
「フルタイム勤務」の被雇用者の割合はわずかに
減少しているが、2005年に比べて2014年は2.2%

の減少に過ぎない。教育の分野も同じ傾向であり、



表26　勤務時間別の被雇用者数の割合

表27　所有主体別の被雇用者数
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2005年と比べて2014年は「フルタイム勤務」の
被雇用者は3%の減少にとどまる（表26）。
　以上を通していえることは、クロアチアの雇用
は「期間の定めのない雇用」で「フルタイム勤務」
が大半を占めるということである。日本的にいえ
ば正規雇用が大半を占め、非正規雇用は少ない。
しかも非正規雇用（「期間の定めのある雇用」）で
あってもほとんどが「フルタイム勤務」であり、
「パートタイム勤務」は非常に少ない。これは言
い換えるとこの国では雇用の裾野が非常に狭いこ
とを意味している。私見によれば、そのためにラ
イフスタイルに応じた就労の場が非常に少なく、
これが女性や高齢者の労働市場への参加を妨げ、
労働力率のいっそうの低下を招いているように思
われる。

3-7　所有主体別の被雇用者数

　クロアチアの就業構造のもう一つの特徴は公
的部門で働く者が大きな割合を占めていること
である。表27は所有主体別の被雇用者数の推移
をまとめたものである。この場合の「国有」には
国家が100%の株式を保有する国有企業の他に政
府・地方自治体とその関係機関で働く者が含まれ
る。「国有」の職場で働く者は実数では近年では

若干減少しているが、比率ではほぼ同一である。
2014年の被雇用者数は2005年に比べると微増で
ある。「混合所有」とは国家の保有比率が50％超
100％未満の株式会社である。完全民営化の過程
にある企業ともいうことができる。2005年以降
に株式の売却がさらに進んだ結果、混合企業で働
く者の数は減り、「私有」の職場で働く者は増えた。
2014年には「私有」の職場で働く者は58.6%と過
半数を超えている。しかし、「国有」と「混合所
有」を合わせると41.3%になり、依然として国家
が支配する部門に働く者の割合は大きい。問題は
このように就業構造に大きな割合を占める公的部
門の職場での就職がどのように決まっているかで
ある。これを次節で検討する。

4　公的部門を覆う縁故主義採用

4-1　縁故採用の中核としての政党任用

　クロアチアでの就職は通常、個々の仕事に対し
て「公募（natječaji､ 英語で言うとcompetition）」
が実施され、複数の候補者の資質を選考し、最良
の候補者に決まることになっている。しかし、こ
れはあくまでも建前の話であって、実際にそのよ
うな選考によって就職が決まることは大半の場合
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にあり得ないことはこの国の誰もが知っている。
　では就職はどうやって決まるかと人々に尋ねれ
ば、たいていの場合に「縁故（veza､ 英語で言う
とconnection）」によって決まるという答えが返っ
てくる。2013年10月にクロアチアの職業の仲介
ウエブサイト（Posao.hr）が実施したインターネッ
ト調査（1443名が回答）も同様の結果を示して
いる。その結果によると、縁故によって決まる就
職が最も多いと回答した者は全体の74.8%であっ
た。これに対し、公募による選考が最も多いと答
えた者は1.5%に過ぎなかった。さらに縁故に基
づき就職した者を個人的に知っているかと尋ねた
ところ、知っていると回答した者は88.2%に達し
た 17。事ほどさように縁故に基づく就職はこの国
では日常茶飯の出来事になっている。
　縁故に基づく就職は公務員などの公的部門の雇
用と私企業などの私的部門の雇用の双方にみられ
る現象である 18。しかし、ここで取り上げたいの
は公的部門の縁故主義の問題である。公的部門で
働く者は公的な資金から給料が支払われる。そこ
での雇用機会は本来的に国民に平等に開かれてい
なければならない。候補者の能力や資格ではなく、
縁故のある者を優先的に採用する就職はその対極
にある雇用のあり方であり、不公平な雇用のあり
方として問題視されなければならない。
　「縁故に基づく就職（nepotizam）」は通常、人事
権を有する者が家族・親族関係または友人・知人
の関係にある者を採用することによって起きる。
縁故主義に基づく採用は共同体的ないし家父長的
な発想の残滓として今なお世界の各地に見いだす
ことができる。しかし、私の観察によれば、クロ
アチアの縁故主義は文化的な伝統に基づく行動様
式ではなく、政治的な力が関係して構造化された
行動様式としてとらえられるものである。その場
合に根源にあるのは政党の意志と影響力である。
　この国の縁故主義は中央政府のレベルからみて
いく必要がある。クロアチアでは通常、4年に1

度に国政選挙がある。選挙が終わると国家のあら
ゆる部署で人事異動が起きる。もし選挙の結果と
して政権交代が起きると人事異動の規模はさらに
大きくなる。国家と政府の重要な官職者が完全に
入れ替わることになるからである。

　政権与党は首相（Predsjednik Vlade, または
Premijer）以下、副首相（Podpredsjednik vlade）、
20名 の 国 務 大 臣（Ministar）、20名 の 副 大 臣
（Zamjenik minstra）、89名の大臣補佐官（Pomoćnik 

ministra）、100名を超える各省の部局の長（Načelnik 

uprava, službi i sektora u ministarstvima）、20名を超
える各省の秘書官長（Glavni tajnik ministarstava）、
内閣府の秘書官長および副秘書官長（Glavni 

tajnik Vlade i njegov zamjenik）、 首 相 室 長 お よ
び 副 室 長（Predstojnik Ureda premijera i njegov 

zamjenik）、内閣府広報官（Glasnogovornik Vlade）
を任命する。
　政権与党はさらに国家財務長官（Glavni državni 

rizničar）、 各 地 の 税 務 局 長（Ravnatelj Porezne 

uprave）、 各 地 の 警 察 署 長（Glavni ravnatelj 

policije）、関税局長（Ravnatelj Carinske uprave）、
国 家 検 察 長 官（Šef Državnog inspektorata）、25

の国家及び政府の部局長（predstojnika državnih 

i Vladinih ureda）、184の国家のエージェンシー
（Agencija)、局（Zavod）、機構（Institute）の局長・
所長（Direktor）を任命する。
　これらの人事はすべて政治任用、つまりポリ
ティカル・アポインティ（political appointee）で
ある。政治任用においてもその人の専門的な政策
能力に基づいて要職に任命することが建前である
が、実際にはあらゆる政権は自分たちに忠誠を誓
う仲間や協力者をこれらの職位に就かせようとす
る。政権を担うのは政党であるので、これは必然
的に政党任用の要素が色濃くなる。その結果、国
政選挙後の人事異動では政党の幹部政治家を中心
に、その友人、縁戚者、知人が次々とポストを獲
得していく。政府と国家の各部署でトップの座を
得た者は部下の人事権を握る。彼らはこれを利用
し、それぞれの部署に自分たちの近親者や友人を
採用しようとする。
　しかし、政府や国家レベルの職場だけが政党
の影響下にあるのではない。もっと大きな雇用
の余地があるのは政府の監督下にある企業であ
る。クロアチアには、国家が100%の株式を持つ
国有企業は2014年に831社、過半数の株式を有
する会社は191社、過半数以下の会社が398社あ
り、約213000人の従業員がいる 19。国家が過半数
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以上の株式をもつ1022の企業は公的企業（javna 

poduzeća）と呼ばれ、その最高経営責任者（ディ
レクター）と経営委員会役員、監査役会役員は各
省の大臣が任命するが、その数は約5000名に上る。
政権与党はこれらのポストに自分たちの近親者や
友人を就任させる。公的企業のトップに就任した
者はその企業の従業員の人事権を握る。彼らはそ
の権限を利用し、自分たちの手足となるスタッフ
を任命していく。
　政党の影響力に基づく縁故採用の全貌と正確な
数はまだ明らかになっていないが、ザグレブ経
済研究所のマルーシュカ・ヴィーゼク（Maruška 

Vizek）は、政権政党は4年の任期の間に公的企
業だけでも2万人に就職の機会を与えることがで
きるという試算を明らかにしている。このほかに
公的企業の監督機関、政府の20の省庁、内閣府、
省と政府が所管するエージェンシー、国立病院､
国立公園などの管理者と職員を加えると、新たに
雇用される者の総数は4万人に達するともいわれ
ている 20。このような状況下では公的部門の新規
採用は縁故採用者で覆い尽くされ、大半が政党と
その関係者の影響力に基づく就職になっている恐
れがある。
　公的企業は経営不振に陥り、万一自己資本に
よって補填できない損失を出したとしても政府の
支援が得られるので倒産する恐れがない。そのた
め公的企業の従業員の雇用は保証されているとい
える。しかも公的企業の給料は民間企業に比べ高
い。ヴィーゼクはクロアチアの金融庁の資料に基
づき試算すると、公的企業では従業員の生産性は
民間部門よりも低いにもかかわらず、その給料は
民間企業の給料に比べて平均して40%高いと述べ
る 21。「仕事は比較的楽で給料は高い」というの
が一般に流布する公的企業のイメージであり、そ
れゆえにこの国では最も望ましい職場だとみなさ
れている 22。

4-2　2011年の政権交代

　2000年代以降、この国の政治はクロアチア民
主同盟（Hrvatska demokratska zajednica；HDZ）と
クロアチア社会民主党（Socijaldemokratska partija 

Hrvatske；SDP）の二大政党が政権を争う構図が
続いている。前者は民族主義的色彩の強い右派政
党であり、後者は旧共産主義者同盟が改称した左
派政党である。もっとも、両政党はいずれも単独
では議会の過半数の議席を獲得する力はないの
で、他の小政党と政権協定を結び、過半数の議席
を獲得したグループが政権を担っている。
　2011年12月に実施された国政選挙では社会民
主党を中心にした中道左派連合が勝利（151議席
中80を獲得）し、社会民主党は8年ぶりに政権に
返り咲いた。このときに連立与党を構成したのは
社会民主党（60議席）、クロアチア人民党（14議席）、
年金者党（4議席）、地域政党のイストラ民主会議（2

議席）であった。
　新政権が発足すると国家及び政府が所管する職
場では大量の幹部職員の人事異動が実施された。
とくに前政権の時代に任命された政党任用の幹部
職員は一掃され、新政権は新しい人物を任命し
た。すべて与党の党員とその関係者である。同時
に政府が監督権限を持つ公的企業の最高経営幹部
の人事の交代も実施された。ここでも連立与党は
自党の党員ないしその関係者を配置した。その際
に大きな存在感を発揮したのはクロアチア人民党
（Hrvatska narodna stranka：HNS）である。
　クロアチアの週刊誌グローブス（Globus）は
2014年8月に新しく就任した主要な公的企業の経
営幹部150人の実名と政党との関係を明らかにし
たが、このうち84人は社会民主党の党員とその
関係者であり、45人はクロアチア人民党の党員
とその関係者であった。連立与党では年金者党党
員が2人、イストラ民主会議の党員は4人であっ
た 23。
　企業名でいうと、社会民主党はクロアチア宝く
じ販売（Hrvatska Lutrija）、クロアチア航空（Croatia 

Airlines）、クロアチア保険会社、クロアチア水道、
食品・薬品製造企業のポドゥラフカ（Podravka）、
クロアチア鉄道、IT企業のAPS ITなどの最高経
営責任者を獲得した。
　クロアチア人民党は選挙で獲得した議席は14で
あり、これは社会民主党の獲得議席60の4分の1

以下である。しかし、主要な公的企業の経営幹部
のポスト配分では社会民主党の半分以上を獲得し
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た。これは政府の省のうち、クロアチア人民党が
経済省と建設省の閣僚ポストを獲得したことが大
きい。両省は所管する公的企業が多いからである。
　上述のリストではクロアチア人民党が獲得した
45のポストのうち、28はクロアチア電力（Hrvatska 

elektroprivreda；HEP）グループに属する企業であ
る。クロアチア電力は従業員が1万人を超え、売
上高も国内第3位であるクロアチア最大の国有企
業である。傘下に子会社や関連企業も数多い。ク
ロアチア電力は前政権の時代はクロアチア民主同
盟の影響下にある企業だったが、政権交代後の人
事異動によってクロアチア人民党の強い影響力の
下に置かれる企業になった。その様相と問題につ
いてはたびたび報道され、人々に広く知られるよ
うになった。
　以下では政党の影響力に基づく縁故採用を具体
的にみていくが、その前に若干の概念整理をして
おきたい。クロアチアでは政党の影響力に基づく
縁故採用をuhljebljenjeないしuhljebと呼んでいる。
Hljebとは「パン」であり、uhljebljenjeは直訳す
ると「パンを食べさせること」を意味し、転用さ
れて「食い扶持（就職先）を与えること」の意味
になる。しかし、stranačko uhljebljenje（政党が党
員の就職の世話をすること）という表現もあるの
で、uhljebljenjeには「政党雇用」の語を当て、下
級職員の採用を含めた政党による縁故採用全般を
意味することにする。その上で政党幹部を政府組
織や公的企業の管理職者に起用することには「政
党任用」の語を当てたい 24。

4-3　公的企業に対する政党雇用の事例

　2011年12月に副首相と兼任で経済大臣に就任
したクロアチア人民党党首のラドミール・チャー
チッチ（Radimir Čačić）はクロアチア電力の経営
幹部を指名する前に重要な人事規定の変更を指示
した。それはクロアチア電力の経営幹部にはこの
企業の管理職を長年務めた者から選ばれるという
内部昇進の規定を廃止したことである。外部の有
能な人材を登用し新規の投資計画を発展させるこ
とが表向きの理由であったが、これは政党任用の
布石であった。その後にチャーチッチがクロアチ

ア電力の経営委員会議長に指名したのはズラトゥ
コ・コラチェヴィッチ（Zlatko Koračević）であっ
た。コラチェヴィッチは1957年生まれ（当時57歳）、
その前職では地方の家具製造会社のディレクター
を20年間勤めた経験はあったが 25、電力やエネル
ギー問題には全くの素人といってよい人物であっ
た。しかし、2005年からクロアチア人民党の国
会議員を1期務め、政権交代後には経済省の副大
臣を務めていた。つまり、自分の側近を最高経営
者に起用したわけである。
　このときにクロアチア人民党がクロアチア電力
の経営幹部に押し込んだ人物にはもう一人の変わ
り種がいた。経営委員会役員に就任したトミスラ
ヴ・シェーリッチ（Tomislav Šerić）である。シェー
リッチは1973年生まれで当時39歳、学歴はオシ
イェク大学電気工学部卒業であった。理工系の知
識を持っているとみられるが、クロアチア電力で
働いた経験はなかった。彼のビジネスキャリアは
オシイェクでピザのデリバリー店を開店し、これ
をレストランに広げたというだけであった。しか
し、シェーリッチはクロアチア人民党の若き幹
部イワン・ヴルドリャク（Ivan Vrdoljak）とは同
じ時期に同じ学部で学び、学生時代からの友人で
あった。ヴルドリャークは次期の最高経営責任
者にすることを考えて、シェーリッチを推薦し
た。そのため、チャーチッチが不祥事によって辞
任した後に経済大臣に就任したヴルドリャークは
2013年5月にシェーリッチを最高経営責任者に指
名した。クロアチア最大の電力産業の舵取りは二
代続けてエネルギー問題に門外漢の人物に委ねら
れることになった。
　この二人の人事を皮切りに、クロアチア電力の
経営幹部には数多くの政党任用が行われた。クロ
アチア人民党が政権に参加していた4年間に政党
任用で経営幹部に就任した者は48人、このうち
37人はクロアチア人民党の党員であり、残りの
者の中にもクロアチア人民党の党員と関係の深い
者が多い。登用された党員の大半はクロアチア人
民党の地方支部の幹部を務める人物である。クロ
アチア電力は発電を行い、住民に電気を届けるこ
とが主要な業務であるから、国内の各地に子会社
を有している。そのため、クロアチア人民党の各
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地の地方幹部が起用された。彼らのほとんどはク
ロアチア電力で働いた経験がなく、その前職は電
力経営とは無関係であった。牛乳製造会社や放送
局から転職した者もいたし、結婚式場の経営者も
いた。彼らの年齢は比較的高く、62歳の元市会
議員も含まれていた 26。
　このようにして経営幹部に就任した者はそれぞ
れの部署で人事権を握り、自分の家族や親族、友
人・知人に就職の機会を与えた。その中で最も有
名になったのは、リリャーナ・チューレ（Ljiljana 

Čule）という女性管理職である。チューレは1986

年からクロアチア電力の前身の企業に就職し、長
年経理部門で働いていた。クロアチア人民党の党
員であったが、前政権の時代には目立った地位に
昇進せず、財務部門の下級管理者に過ぎなかった。
しかし、2011年の政権交代後にクロアチア電力グ
ループの中核企業であるクロアチア電力・配電オ
ペレーション（HEP Operator distribucijskog sustava 

;HEP ODS）の最高経営責任者に抜擢された。
　しかし、チューレは子会社の「エレクトライス
トラ」の最高経営責任者に抜擢した人物が所有し
ていた卒業証書が偽物だったことが判明し、解雇
された。この事件がマスコミに報道されると同時
に、チューレ自身の縁故採用が問題になった。自
分の娘、息子、義理の息子、義理の娘がクロアチ
ア電力とその関連会社で働いていることが明るみ
に出たのである。チューレはその責任を問われ、
2014年9月にクロアチア電力の経営委員会は彼女
の解任を決定した 27。
　首相を含めてより多くの閣僚を出している社会
民主党もクロアチア人民党に負けず劣らず、公的
企業に対し政党任用を行っている。メディアでよ
く報道されている事例は二つある。一つは「APIS 

IT」という企業である。APIS ITは「情報システ
ムと情報技術支援のエージェンシー（Agencija za 

podršku informacijskim sustavima i informacijskim 

tehnologijama）」が正式名称の IT企業であり、企
業や役所の情報システム構築が主要な仕事であ
る。国が株式の51％を所有し、残りの49%をザ
グレブ市が所有する公的企業である。2012年半
ばにこの企業の経営委員会に3人の社会民主党の
幹部党員が政府によって指名されたが、その後

2014年9月までに115人の従業員の新規採用が行
われた。2014年10月に労働監督官がこの企業に
入り調査を行った結果、少なくとも41名は社会
民主党の党員とその関係者であることが判明し
た。そのうち最も多かったのは、社会民主党の青
年組織のメンバーであった。また経営委員会議長
を務める社会民主党の幹部党員が就任後に企業内
に新たに設置した部署には彼の初等学校時代から
の女友達が管理職者に任命されていた 28。
　もう一つの公的企業はクロアチア宝くじ販売
（Hrvatska Lutrija）である。3人の経営委員会の委
員はすべて社会民主党の幹部党員である。経営委
員会議長、つまり企業の最高経営責任者のダニ
イェル・フェリッチ（Danijel Ferić）は社会民主
党の地方組織であるプーラ支部の議長が起用され
た。財務部門の長にはプーラ支部の副議長を務め
ていた女性党員が任命された。彼女の前職はプー
ラの副市長であったが、選挙で落選したためにこ
の企業に採用された。彼女をこの地位に就かせる
ために35年間勤続の財務部門の女性管理職者が
解任された。またプーラのカジノで働いていた社
会民主党の青年組織の幹部党員が新たにこの企業
に採用された 29。

5　地方自治体職員の縁故採用

5-1　県レベルの事例

　クロアチアの地方自治体には3種類がある。ま
ず広域の自治体として20の県（županija）とそれ
と同格の首都ザグレブがある。次に基礎自治体と
してザグレブを除いて127の市（grad）と428の
オープチナ（općine）がある。それぞれの特徴は
人口規模が小さいことである。クロアチアの人口
は2011年に428万人であるから、1つの県の平均
人口は20万人足らずである。最大の県はザグレ
ブ市の周辺地域を行政区域とするザグレブ県の
317606人、最小の県はシーベニク＝クニン県の
112891人である。2014年の統計では127の市のう
ち半数近い60は人口が1万人未満であり、18は
5000人未満である。最小の市では人口が1526人
に過ぎない。オープチナはもっと人口規模が小さ
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く、428のうち376は人口が5000人未満である。
このうち500人未満のオープチナは6あり、最小
は239人である。
　このように細分化された自治単位を維持するに
はそれだけ大きなコストがかかる。実際オープチ
ナの3分の1（149）は赤字財政である。行政コス
トを削減するためにもっと大きな単位に再編する
ことを国政選挙時の公約にしている政党もある
が、実際にはその実現は困難な状況がある。最大
の障害は雇用の場を失うことになる地方の政治家
の抵抗である。地方自治体の首長（Načelnik）と
副首長（Zamjenik Načelnika）は1336、それぞれ
の自治体の議員の総数は10017、両者を合計する
と11353となる。これらは選挙によって選ばれる
公務員である。このほかに自治体の首長は数名の
管理職者を任命することができる。これはプロ
チェルニク（Pročelnik）と呼ばれている。彼らは
首長の直属の部下であり、地方自治体の役場で働
く職員を管理している。他に雇用機会が乏しい地
方社会では地方自治体の役場や公営事業体は貴重
な安定雇用の場である。地域住民の誰もがそこに
就職したいと願っているのがこの国の現状であ
る。それゆえ、地方自治体の整理統合は簡単な話
ではない。
　国政レベルと同様に地方レベルもまた政党政治
であり、選挙に勝利した政党の首長は自分たちの
仲間をプロチェルニクに任命する。ここまでは首
長の合法的な権限による人事である。しかし、問
題なのは政治や政党とは無関係であるはずの一般
職員の採用にも首長ないし政党の影響力が及んで
いるとみられることである。
　たとえば、有名な事例はザグレブ県の行政組織
である。ここではクロアチア農民党のステェパン・
コージッチ（Stjepan Kožić）が2001年以来、県知
事を務めている。やり手の政治家であり、これま
でに数多くの学校や施設を開設し、また企業や工
場誘致を実現して5000人分の雇用を創出したと
自負している。しかし、その一方で政治的に競合
する政党からは県の資源を私物化し、クロアチア
農民党の株式会社のようにしてきたと非難されて
いる。県職員は2013年に138名、このうち46名
は2008年に中央政府から移管されて配置された

人員である。そのため、92人が元からの職員で
ある。このうちクロアチア農民党の党員は43名
と最も多い。また国政レベルで連立を組んでい
るクロアチア民主同盟の党員が16名いる。幹部
職員の多くはクロアチア農民党の党員であり、12

の部局のうち、7つの局長はクロアチア農民党の
党員である。コージッチの息子のマルコ・コー
ジッチ（Marko Kožić）、妹の息子のダルコ・ビス
トリチキ（Darko Bistrički）は県の道路局事務所
に勤務する。親子二代で働く党員の職員もいる。
地域振興局長のズラトゥコ・ヘルチェク（Zlatko 

Herček）の一家では息子と娘が県の職員として働
く（娘は不動産登記の審査、息子は国土保全の部
署）30。
　これらは縁故主義に基づく就職ではないかとい
う新聞記者の質問に対し、コージッチは明確にこ
れを否定した。第1に県職員はすべて公募によっ
て採用している。自分の息子の採用もそうである。
採用基準はその仕事にふさわしい知識と経験があ
るかである。妹の息子については、自分が知事に
就任する2年前から働いている（ただしその時に
はコージッチはすでに副知事であった）。第2に
県の幹部職員にはクロアチア農民党の党員だけで
なく、クロアチア民主同盟の党員も多い。その
他の党員もいる。自分の顧問の1人は社会民主党
の党員であり、プロチェルニクの1人はクロアチ
ア人民党の党員である。コージッチによれば、こ
こでは知識と能力がある者が働いているのであっ
て、どこかの政党に属する者が働いているのでは
ない 31。

5-2　都市の事例

（１）シサク
　シサク（Sisak）はクロアチア中央部にある、
2011年に人口47768人の都市である。ここでは
2013年5月以来、社会民主党のクリスティナ・イ
キッチ・バニチェク（Kristina Ikić Baniček）が市
長を務めている。市長のバニチェクは2010年来、
シサクの党組織のトップを務める。シサクは財政
赤字に苦しんでおり、経費節減のために市長は
37人の市職員の削減を決定した。ところが、水
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道や清掃などの仕事を担当する現業部門では11

人を新規に採用した。その中には市長と関係の深
い者が多く含まれており、3人は社会民主党の地
方組織の幹部（1人は市議会の副議長）であった。
　 市 長 の 説 明 に よ れ ば、 市 の 現 業 部 門
（Komunalac）には102名の職員が働いていた。こ
のうち69人は無期雇用の職員であり、33名は有
期契約の職員であった。新しい職員配置措置で
は現業部門の職員はすべて無期雇用の82名とし、
33名の有期契約の職員はすべて契約を終了とし
た。差し引き20名の人員削減である。市議会副
議長は現場の部署に必要な資格を有していたので
採用になった。社会民主党のもう一人の党員は有
期契約の職員として働いていたのを無期契約の職
員とした。このように市長は説明したが、現業部
門のトップは国政レベルで社会民主党と連立与党
を構成するクロアチア人民党の党員であり、契約
を打ち切られた職員のうち12名は他党（クロア
チア民主同盟、アンテ・スタルチェヴィッチクロ
アチア権利党）の党員であった 32。
（２）ヴィンコフチ
　ヴィンコフチ（Vinkovci）はクロアチア東部に
ある、2011年に人口35312人の都市である。この
町の工業高校の校長を務めたヤドランカ・ムス
タピッチ・カルリッチ（Jadranka Mustapić Karlić）
という女性は2013年に学術・教育・スポーツ
担当相の命令により解任された。処分の理由は
2012年9月から始まる新学期に前年度末に入学登
録をしなかった4人の生徒を独断によって自分の
高校に入学させたことにあった。ところが、2013

年12月に実施されたヴコヴァール・スリイェム
県の幹部職員の人事異動によって、カルリッチは
県の教育・スポーツ行政を統括する管理職者（プ
ロチェルニク）に任命された。規則違反の責任を
問われて校長の座を追われたカルリッチは半年後
には県のすべての学校を管理する地位に出世し
た。これは当地では政治的な贔屓人事の典型だと
みなされた。なぜなら、ヤドランカ・ムスタピッ
チ・カルリッチはヴィンコフチ市長のムラーデン・
カルリッチ（Mladen Karlić）の妻であったからで
ある。ムラーデン・カルリッチはクロアチア民主
同盟のホープとみなされている有力な政治家であ

り、1997年から5期連続で市長に選出されていた。
妻のヤドランカが前職の校長に就任したのも彼の
任期中であった。この地域はクロアチア民主同盟
の牙城であり、県の政治と行政は同党が牛耳って
いた。県知事のボージョ・ガリッチ（Božo Galić）
は記者会見で「担当部局によって公募は適切に実
施されており、自分はまったく関与していない。
すべて法に則って行われ、選ばれたのは専門能力
を有する人材だ」と語った 33。
（３）スプリット
　　アドリア海沿岸にあるスプリット（Split）は
2011年に人口178192人、ダルマチア地方最大の
都市である。この町では2013年に社会民主党の
イヴォ・バルダサール（Ivo Baldasar）が市長の
地位に就いたが、市役所では2009年に就任した
前市長の時代から縁故主義的な職員採用が横行
し、汚職や職権乱用の疑いで何度も警察の捜査が
入っている。2013年に当選したスプリットの市
議会議員のヤコヴ・プルキッチ（Jakov Prkić）は
独立系の小政党「賢く（Pametno）」の幹部である
が、最近の7年間の間に公的企業ないし市の職員
になった同僚の議員とその近親者を調べ、自分の
フェイスブックにその実名を掲載した。その結果
明らかになったのは、市議会議員から市の職員に
就職した者は8名、同じく市議会議員から公的企
業のクロアチア電力に就職した者は2名、市議会
議員の家族（配偶者と子ども）と兄弟で市の職員
となったものが6名いることである。
上記は最も近い近親者に限定したものであり、結
婚の介添人や親戚、友人の関係は除いている。ク
ロアチア電力と県の職員を除いて、公募は実施さ
れていない。現在のような就職難の時代では、上
述の人物はもし本人またはその家族が市議会議員
の地位になかったら、その仕事についているかは
検討に値する問題であろうとプルキッチは述べて
いる 34。
　もっとも、プルキッチが公表した市議会議員に
対する政党雇用はこれまでにメディアで報道され
たものが多い。その中で興味深い一例を紹介する
と、2013年の選挙で落選した社会民主党の女性
の政治家がいた。彼女は社会民主党スプリット支
部の前副議長であり、古参の党員であった。恐ら
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くは年金受給資格を得るまであと少しの年齢とみ
られる。彼女は他の同僚党員のようにスプリット
市の公営企業体に再就職先を得ることができな
かった。そこで市長のバルダサールは彼女をしば
らく顧問として採用した後、市内の地区事務所
の行政秘書（Administrativni tajnik）の仕事を与え
た。職場は彼女の自宅から数百メートルの場所に
ある。ある新聞記者はその仕事を確かめるために
地区事務所を訪問した。ところが彼女はいなかっ
た。そこでは別の女性が働いていた。この職員は
そこで18年間仕事をしていた。記者の訪問後に
職員は「同僚」に電話をかけた。5，6分後に「外
出」していた同僚は事務所に姿を現した。彼女は
記者にこう述べた「市の職員にメディアがこんな
に関心を持つのか私には分からない。聞きたいこ
とはすべて上司のプロチェルニクに照会してくだ
さい」35。
　スプリット市長のバルダサールは2016年に16人
の職員の新規採用を行うと発表し、市役所は公募
を開始した。最初に採用が決まったのは前職が新
聞記者であり、社会民主党の青年組織の書記長を
務めたことがある人物であった。公募では広報業
務の専門家が求められており、採用が決まった候
補者は最適任者であったという 36。しかし、クロ
アチアの日刊紙スロボドゥナ・ダルマチアが配信
した記事によると、続いて採用が決まった職員の
中には市役所の幹部職員の家族関係者が2名いる
ことが判明した。一人は現業部門の監督をする管
理職者の娘であり、もう一人は市の共通事務を統
括する管理職者（プロチェルニク）の息子の婚約者、
つまり将来の義理の娘であった。その選考におい
て疑惑がもたれているのは、二人の候補者は筆記
試験の成績は芳しくなかったが、面接試験の好成
績によって挽回し、採用が決まったと伝えられて
いることである。二人の管理職者は選考には加わっ
ていないし、選考に影響力も行使したことはない
と述べ、縁故採用をきっぱりと否定している 37。

5-3　オープチナの事例

（１）グロージュニャン
　グロージュニャン（Grožnjan）はクロアチア西

部、イストラ半島にある2011年に人口736人の小
さなオープチナである。ここではリノ・ドゥニシュ
（Rino Duniš）が1993年以来5期20年間に渡り首
長を務めていた。彼はイストラ半島を地盤とする
地域政党イストラ民主会議（Istarski demokratski 

sabor：IDS）の幹部党員であり、オープチナの議
会も同党の議員が過半数を占めていた。ドゥニ
シュは当初、2013年の選挙でも立候補する予定
であったが、国有財産である農地を競売にかける
ことなく不当に安い価格で売却した（購入者はイ
ストラ民主会議の党首と自分自身）疑いで国家組
織「腐敗･組織犯罪撲滅事務所」の捜査が入り、
立候補を断念した。しかし、市長を辞めた後、議
会の決定により、同地域内の文化センターの所長
に任命された。
　しかし、すぐに問題が発覚した。所長の職には
大学卒の学歴が必要であったが、ドゥニシュは高
等学校卒業の学歴しかなかったからである。高校
卒ではセンターの一般職員の仕事しか担当できな
い。そこで議会はドゥニシュの地位を臨時の所長
とし、センター長の選考規定を変更して新しく公
募を行うことにした。新しい選考規定ではセン
ターの所長になる者には、大学卒であること、こ
の分野での5年の勤続経験を有すること、イタリ
ア語に堪能であることの3条件を満たすことが求
められた。ただし例外として文化事業の分野で
10年以上の勤務経験があり、優れた専門家と認
められる場合には大学卒でなくともよいとされ
た。ドゥニシュは学歴以外ではすべて応募の条件
を満たしていた。2013年12月27日から2014年1

月7日の期間で公募が開始された。ドゥニシュ以
外に応募者は1名いた。無所属のオープチナ議会
の議員を務めている人物である。彼は大学卒の学
歴を有していたが、文化事業の分野での仕事の経
験がなく、センター長の仕事には不適格とされた。
選考の結果として、ドゥニシュは文化センターの
所長に就任した。給料は手取りでこの国の平均給
与よりも高い9000クーナであり、主な仕事はこ
の町で毎年夏に開かれる国際的なジャズフェス
ティバルの運営であるという 38。
　この国では既定の候補者を採用できるように公
募の応募資格を設定することがあるといわれる
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が、グロージュニャンの文化センターの公募はま
さにそのような事例である。
（２）ヴルホヴィネ
　ヴルホヴィネ（Vrhovine）はクロアチア中央部
に位置し、2011年に人口1381人の小さなオープ
チナである。この町の特徴は内戦末期に国外に避
難したセルビア人の帰還者が多く住んでいること
である。ここは元々セルビア人の住民が多い地域
であった（1991年に85%）が、2011年の時点で
も住民の過半数以上をセルビア人が占める。しか
し、内戦後に多くのクロアチア人が移住したため、
彼らの政治的影響力も大きくなっている。
　この町の首長は2005年来、独立民主セルビ
ア 人 党（Samostalna demokratska srpska stranka；
SDSS）のミロラド・デリッチ（Milorad Delić）が
務める。オープチナの議会も独立民主セルビア人
党の議員が過半数（12名中7名）を占めている。
2008年にクロアチア共和国の社会福祉省はこの
町に高齢者と障害者を対象とするデイケア施設を
開設し、その運営を町に委ねた。デイケア施設は
14人の職員を雇用し、この町では最大の雇用の
場となった。その給与はすべて政府から支払われ
る。しかし、ここで雇用されている人々はすべて
デリッチの近親者と知り合いであった。デイケア
施設の所長はデリッチの妻の弟であった。施設の
給食係はデリッチの妻であり、看護師はデリッチ
夫婦が結婚の際に介添人を務めた間柄にある女性
（Kuma）であった。介護ヘルパーの仕事を担当す
る人々はすべてデリッチ夫婦の知り合いだった。
職員の採用は公募によって行われた。町には労働
可能な年齢にありながら定職を持たない人々が数
百人いる。だが、デイケア施設の14の仕事の応
募者は各々 1人だけであり、全員が採用された。
デイケア施設のオープンの6年後の2014年3月に
この事実は「妻、結婚時の介添人、義弟、11人
の友人を雇用した縁故採用の記録的な事例」とし
て新聞に報道された。報道の中ではデリッチは縁
故主義採用を明確に否定した。彼はこう釈明した。
デイケア施設の所長には大学卒の学歴が求められ
るが、デリッチの義弟は採用される前にはこの町
では唯一の大学卒の学歴がある無業者だった。介
護ヘルパーは受け持ちの地区があり、それぞれの

地区に住む者が応募し、採用された。彼らは近所
の人々を回っているので、交通費が節約されてい
る。ヴルホヴィナのような小さな町では住民同士
が何らかの関係があることは避けられない 39。
　これには2ヶ月半後に続報があった。リカ県の
警察署がオープチナの首長のデリッチを職権濫用
の罪で起訴したことをクロアチアの日刊紙「ユー
タルニイ・リスト」が報じた。その容疑は2008

年6月に公募の条件を満たさない応募者（上記の
デリッチの結婚時の介添人）をデイケア施設の看
護師として採用したというものであった。このと
きに採用された応募者は看護師の資格を有してい
ないにもかかわらず2012年4月まで看護師として
働いていた。この女性はその後にセルビアのベオ
グラードで看護学校を修了し、資格を満たしてい
るということで2014年5月の時点でもデイケア施
設の看護師として働いていた 40。
　この国の公務員の仕事には学歴や資格が採用の
要件として定められている。しかし、必要な要件
を満たしていないのに採用されることがあり、それ
は誰かによって内部通報され、メディアに報道さ
れる。とくに管理職者の学歴詐称は後を絶たない。

6　国外への移民と労働力流出の様相

6-1　統計からみた特徴

　表28 は1993年以降に国外からクロアチアへ移
入した人々（Immigrants）の数とクロアチアから
外国へ移出した人々（Emigrants）の数をまとめた
ものである。この表をみて分かることは、クロア
チアでは長らく移入が移出を上回っていたことで
ある。つまり、国内から外国に移住する者の数よ
りも外国からこの国に移住する者の数の方が大幅
に多かった。その要因は二つあった。その一つは
隣国のボスニア･ヘルツェゴヴィナから多数のク
ロアチア人が流入したことである。これはいうま
でもなく、ボスニア内戦の影響である。1990年代
前半は民族浄化によって居住地を追われた人々が
流入し、内戦後もボスニアでの生活難から流入す
る人々が多かった。もう一つは内戦末期にクロア
チアを追われたセルビア人の一部が帰還したこと



表28　国外からクロアチアへの移入者数とクロアチアから国外への移出者数

表29　地域･国別の移入者と移出者

DZS, Migracija stanovništva Republike Hrvatske u 2002, 2010, 2015.

DZS, Migracija stanovništva Republike Hrvatske u 2014, 2015.
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である。これは主として2000年代前半に多かった。
　移入と移出のトレンドは2009年に転換した。こ
れから以降は国外からクロアチアに移住する者の
数よりも、クロアチアから外国に移住する者の数
の方が多くなる。その最大の要因はこの国の経済
状態の悪化である。ボスニア難民の流入やクロア
チア出身のセルビア人の帰還は2000年代半ばには
ほぼ終了し、ボスニアからの流入は仕事を求めて
到来する経済移民が多数派であった。しかし、こ
の国に来ても仕事がないために国外からクロアチ
アに移住する者が大幅に減少した。たとえば、表
にはない数字であるが、ボスニア･ヘルツェゴヴィ
ナからクロアチアへ移住した者は2008年に8172

人いたが、2009年に4874人に激減した。これに
代わってクロアチアから欧州各国へ移住した者は
2008年の6185人から2009年の7228人に増加した。
　表29は2010年から地域･国別に移入者の前住
地と移出者の行き先を集計したものであるが、こ
れをみると、ボスニア･ヘルツェゴヴィナから到
来する移入者が増えなくなる一方で、クロアチア
から欧州各国へ移動する移出者が年々増加してい
ることが分かる。とくに2013年7月にクロアチ
アがEUに加盟したことによって、2014年以降に
EU諸国へ移住する者が急増している。2013年に
4756人だったEU諸国への移住者数は2015年には
19752人と4倍増となった。その中で最も多い移



表30　地方･県別の国外移出入者数

DZS, Migracija stanovništva Republike Hrvatske u 2015.
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住先はドイツであり、2013年に2913人だったク
ロアチアからドイツへの移住者は2015年に12325

人と4倍に増加した。次いで多い移住先は地理的
に近いオーストリアである。
　クロアチアは地理的には4つの地方に区分され
る。首都ザグレブを中心とする｢中央クロアチア」、
アドリア海北部のイストラ半島とその東部および
東南部を区域とするイストラ地方、クロアチアの
東部地域である「スラヴォニア地方」アドリア海
南部の島嶼部、沿岸部および後背地の「ダルマチ
ア地方」である。表30は2011年以降の国外移出
入者数を地方・県別にまとめたものである。これ
をみると、近年ではどの地方・県でも国外への移
住者数が外国からの移住者数を上回るようになっ
ていることが分かる。地方別にいうと、イスト
ラ地方、スラヴォニア地方、ダルマチア地方では
2011年に国外への移出が国外からの移入を上回っ

ていた。EUに加盟した2013年には中央クロアチ
アでも国外への移住者数が国外からの移住者数を
上回り、2014年以降では首都ザグレブでも国外
への移住者数が国外からの移住者数を上回った。
国外への移住のトレンドはこの国の全体を貫く大
きなうねりになっている。
　しかしながら、人口移動には国内の地域間の
移動と国家間の移動の2種類がある。2015年の人
口移動についてこの点を調べたのが表31である。
これをみて分かることは、第1に国家間の人口移
動だけでなく、国内の地域間の人口移動もまた
大きいことである。2015年に国外に移住した人
は29651人であるが、国内の地域間を移動した人
はこれを上回る33418人いた。第2に国内の「移
出入の差」をみると、中央クロアチア地方、イス
トラ地方、ダルマチア地方の3地方では、他地域
からこの地域に移住した人口がこの地域から他地
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域に移住した人口を上回っている。つまり、これ
らの3地域は国外への移住者が多い反面、国内の
他の地域からの移住者も多い。もっとも、国内外
の移出入の差をみるとどの地方も移出者の方が多
い。県別にみても同じ傾向だが、それでもザグレ
ブ市とイストラ県は移入者の方が多い。つまり、
人口は純増である。とくにザグレブ市の人口の純
増は2132人と比較的大きく、人口を呼び寄せる
力をもっていることが分かる。
　この国の4地方の中で地域間の人口移動の差も
マイナスになっているのはスラヴォニア地方だけ
である。県別にみてもいずれの県でも他県への移
住者数がこの県への移住者数を上回っている。ス
ラヴォニア地方全体では他県への移出者数（7557

人）と国外への移出者数（7582人）はほぼ同数
である。この地方では外国への人口移動だけでな
く、国内の他の地域への人口移動も同じ程度に大

きいことは注目する必要があるだろう。
　ではなぜスラヴォニア地方ではこのように他地
域と国外への人口移動が大きいのか。それはこの
地方がクロアチアの中で最も就職難の地域だから
である。表32は近年の地方・県別の人口と登録
失業者数をまとめたものである。各地方の2011

年の人口比率と2014年の登録失業者数の構成比
をそれぞれ計算すると、中央クロアチアは人口
48.9%、登録失業者数42.3%、イストラ地方は人
口13.2%、登録失業者数9.2%、スラヴォニア地方
は人口18.8%、登録失業者数27.2%、ダルマチア
地方は人口20.2%、登録失業者数21.2%であった。
みられるように、スラヴォニア地方は人口比に比
べて登録失業者数の構成比が一段と高い。
　スラヴォニア地方はこの国の穀倉地帯といわ
れ、農業や牧畜業が盛んな地域であった。また各
地の諸都市には重機械産業を中心に製造業の集積



表32　地方･県別の人口と登録失業者数

Hrvatski zavod za zapošljavanje, Godišnjak Hrvatskog zavoda za  zapošljavanje 2014, 2015.
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があった。しかし、この地域は内戦による建物や
生産施設の破壊を最も深刻に受けた地域であっ
た。農業者は小規模で機械化が遅れ、生産性が低
い。グローバル化の中で価格競争が厳しく、農業
を辞めるものも増えている。唯一の安定雇用の場
は地方自治体と公的企業であるが、これは狭き門
である。とくに政党の縁故をもたない者にとって
は無縁の場に等しい。こうした状況の中で仕事を
求めて国内の他地域へ、あるいは外国へ出て行く
者が増加している。2011年の人口は2001年に比
べて84961人減、10年間で人口は9.5%も減少した。
　クロアチアから国外に移住した人々について
はもう一つ重要な特徴がある。それは働き盛りの
人々が多いことと、家族全体で移動したケースが
多いとみられることである。表33は2015年の国
外移住者の年齢構成を調べたものであるが、これ
によると、移住者の年齢では20歳代後半から40

歳代後半の者が多い。他方、子ども世代の年齢の
者や中高年者も比較的多く、家族全体で移動した
ことが窺える。このことについて、1960年代に起
こった移民のトレンドが低学歴の単身者の出稼ぎ
が中心であったのに対し、今回の移民のトレンド
では高学歴者が家族全体を伴って移動しているの
が大きな特徴であるとクロアチアの人口学者は指
摘している 41。もっとも、実際には最初から家族
全員が移動するのではなく、まず一人が外国に移
住する。その人が定職を得て落ち着いてから残り
の家族員を呼び寄せるというパターンが通常のよ
うである。子どもを連れて移住する人々が増えて
いるために、スラヴォニア地方の各地では初等学
校の生徒の減少が始まっていることが伝えられて
いる 42。一家総出の人口移動によってこの地域の
人口減少はいっそう進行する状況になっている。
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6-2　スラヴォニア地方からの国外移民

　クロアチアから国外に移住した人々、あるいは
移住しようとする人々についてはメディアによる
多くの報道がある。移民の実相を知るためにいく
つかの事例を以下でみてゆきたい。まずはスラ
ヴォニア地方からの移民の事例からである 43。
（１）ドイツで働く移住者
　46歳の女性カルメリータ（Karmelita）は東ス
ラヴォニアの中心都市オシイェクのバスターミナ
ルでドイツに向かう長距離バスに乗り込もうとし
ていた。見送りには二人の子どもが来ていた。現
在オシイェクからドイツの主要都市に向かう長距
離バスは1日に2便ないし3便あり、常時複数台
のバスが同時に出発する。ここからは毎週少なく
とも660人の乗客が乗り込んでいるといわれる 44。
　カルメリータはスラヴォニア地方のいくつかの
企業で働いたことがあるが、すべて倒産した。こ
こでは仕事がない。あったとしてもその給料では
生活できない。住宅のローンは残っている。座っ
て泣いていても仕方がないので、何かをしなけれ
ばならないと彼女は考えた。そこで子どもが大き
くなったのを機に外国で働くことを決めた。彼
女は現在、ドイツの南部の都市カールスルーエ
（Karlsruhe）の商店で働いている。夫のダヴォー
ル（Davor）も妻と共にドイツに行き、定職に就
いている。

　ドイツでの仕事はカルメリータもダヴォールも
誰の助けも借りずに見つけた。彼らは2ヶ月間、
メールで仕事を照会した。政党や親族の縁故なし
に本当に仕事を見つけることができるのか彼女は
興味津々だったという。結果的にそれは可能だと
判明した。夫のダヴォールは5つの会社から試用
雇用に来てほしいと連絡を受けた。彼は5つの会
社で試用され、4つの会社から即座に採用通知を
得た。だから彼は4つの職場から仕事を選ぶこと
ができた。もう少しドイツ語に上達する必要があ
るといわれたらしいが、雇用主はすぐに1年間の
雇用契約を結んだ。夫の専門である機械や装置の
据え付けの仕事はドイツのどこでも高く評価され
ているとカルメリータは述べる。
　夫婦の長男のイワン（Ivan）は今年、中等学校
を卒業する。長女のサラ（Sarah）は24歳の建設
業の技師である。政府の雇用対策事業で仕事を得
て働いているが、給料は平均給与の半額にも満た
ない2400クーナ（約36240円）でしかない。しかし、
サラは大学への進学を希望している。彼女は移民
には乗り気ではない。できればザグレブより遠く
へ行かなくてすむようになりたいと述べる 45。
　次にスラヴォニア中部の町ポジェガ（Požega）
出身のダリヨ（Darijo）はドイツ西部の都市ヴィッ
テンベルク（Wittenberg）に住む22歳の若者であ
る。彼は中等学校を卒業後しばらくしてドイツに
渡った。仕事はコンピュータ数値制御の工作機械
の操作である。工場の従業員は15人、彼は実習
を終えるとすぐに本採用になった。彼はここです
でに2年間働いている。自家用車も購入し、結婚
式の資金も蓄えた。2016年の夏にクロアチアで
結婚する予定である。職場では年に2回、長期の
有給休暇を取得できる。これはクロアチアでは考
えられないことであり、それゆえに帰国はまった
く考えられないと彼は述べる。
　ダリヨはドイツ語を学習してきたので言葉に不
自由はなかった。しかし、最大の悩みは孤独であっ
た。故郷の両親は農家であったが、2年前の大雨
とサヴァ川の氾濫によって大きな痛手を受けてい
た。そこで彼は家族の全員をドイツに呼び寄せる
ことを決意した。しかも、ドイツに到来後、父、母、
妹にそれぞれ仕事を見つけてやったという。彼ら
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は今ではこちらでの仕事と生活に慣れて、満足し
ているとダリヨは述べる。それだけでなく、結婚
の介添人（Kum）となる知人を自分の会社に就職
させたと述べる。さらに半年後には婚約者の家族
も彼を頼ってヴィッテンベルクにやってくるとい
う。
　ドイツの利点は仕事を見つけるのが簡単であ
り、蓄えができることだとダリヨは述べる。ここ
では仕事が評価される。これはわくわくすること
だと述べる。彼によれば、ドイツはクロアチアよ
りもはるかに大きな可能性を提供してくれる住み
やすい国である 46。
（２）アイルランドで働く移住者
　フルヴォイェ（Hrvoje）とスンチッツァ（Sunčica）
は東スラヴォニアの中心都市オシイェクからアイ
ルランドの首都ダブリンに移住した若い夫婦であ
る。彼らはこう述べる。最初の数ヶ月は本当にき
つかった。二人でホテルを転々とし、仕事を探す
と同時に住宅を探し、移住の手続きをし、銀行口
座を開設した。その後にアパートメントの間借り
をし、だいたい20日おきに転居した。現在はダ
ブリンの中心からそう遠くないところにある、き
れいで広々としたアパートメントに住んでいる。
　22歳のスンチッツァの語りによれば、アイルラ
ンドの良いところは賃金が時間給で支払われ、ど
れだけ稼いだかが簡単に計算できることである。
平均的な最低賃金は月に1100ユーロから1400ユー
ロであり、1人当たり300ユーロから400ユーロ
の家賃を支払っても、食費、光熱費、衣服費が残る。
これはクロアチアの状況では不可能なことだ。ク
ロアチアでは給料を受け取っていない被雇用者が
55000人もいるからだ。こちらに来て1年が過ぎた。
そんなに大金を稼いでいないが、年次休暇も取得
でき、仕事と住居の問題も解決し、十分な暮らし
ができている。1年経って自分たちの生活の物語
はようやく始まったと感じている。クロアチアに
戻ることは後で考えることになるだろう。
　しかし、オシイェクの北にあるオープチナであ
るダルダ（Darda）出身のニコラ（Nikola）は当
地で調理師の仕事をしている若者であるが、上記
の若夫婦とは異なり、クロアチアへの帰国はまっ
たく念頭にないと述べる。彼によれば、母国とは

違ってここでは仕事があり、良い暮らしができる。
クロアチアでは沿岸部で季節労働者として働いて
いたが、それが終わると仕事を見つけることがで
きなかった。アイルランドに来てからはこちらで
の生活に慣れ、満足している。今の彼女とも知り
合いになり、ここで自分の家族をもちたいと考え
ている。このように語るニコラはすでにクロアチ
アの故郷から母親と妹をアイルランドに呼び寄せ
ている 47。
　アイルランドにおいて注目されることは、「ア
イルランドに行こう（Idemo u Irsku）」という名
のフェイスブックがあることである。これはオシ
イェクの南西にある町ジャコヴォ（Đakovo）出
身のアレン・ビルティッチ（Alen Birtić）が開設
したものであるが、現在では35000名を超える登
録者がある。ここではクロアチアからアイルラン
ドに移住しようとする人々ならびにアイルランド
に来たばかりの人のあらゆる質問にアイルランド
に住むクロアチア人が回答をしてくれる。また住
宅の貸与を求める広告を出すことやアパートメン
トのシェアの相手を探すこともできる。保育所や
ベビーシッターの探索や学校の入学手続きの情報
提供もある。アイルランドに来た者の中には仕事
を見つけることができず、お金がなくなってし
まった者もいる。このような者に対し、お金を貸
したり、帰国の前に食事と宿を提供したりする奇
特な人々もこのフェイスブックで見つけることが
できる。このようなフェイスブックはイギリス、
スウェーデン、ドイツを対象としたものも開設さ
れている 48。
　アイルランドで働く移住者の話に戻ると、オシ
イェク出身のイヴァン（Ivan）は2015年4月にア
イルランド南部の町コーク（Cork）に移住した。
移住の理由はクロアチアでは仕事がなく、希望も
展望もお金もなかったからだと彼は述べる。渡航
費として1万2千クーナ（約1500ユーロ）のお金
を借金で工面し、2ヶ月間インターネットで検索
し、研究し、質問をして仕事を探した。見知らぬ
外国にまったくの準備不足で来てしまうことがな
いようにするためである。この準備段階ではフェ
イスブック「アイルランドに行こう」の投稿者の
方々に大変なお世話になった。彼らの多くはすで



63クロアチアにおける就業構造と労働力の流出問題

に何ヶ月も、ある者は数年間、アイルランドに居
住し、その体験と手助けは比類なく貴重である。
　このフェイスブックではあらゆる有益な情報を
入手できる。アイルランドでは適当な住居を入手
するのは簡単ではなく、大半の人は最初、簡易宿
泊所で10数名の見知らぬ人と相部屋で寝泊まり
する。しかし最優先は仕事である。仕事を探すた
めには良い靴を履き、大量の履歴書のコピーが必
要だと彼は述べる。彼はドアからドアへと職場を
尋ねて回った。レストラン、カフェ、ホテルな
ど、雇い主に仕事はないかと尋ね、履歴書を渡し
た。イヴァンは13日後にコークで仕事を見つけた。
調理場の補助労働者の仕事であり、最低賃金の8.5

ユーロの時間給で働いた。賃金は週ごとに支払わ
れる。間もなく別の住居を探す時間をもてた。物
件の広告は十分にあるが需要も大きい。現在、イ
ヴァンはポーランド人の夫婦と1つのアパートメ
ントの部屋をシェアしている。大半の人にとって
は一人でアパートメントに住むのは割高に過ぎる
という。
　イヴァンによれば、アイルランドは多文化的で
大半の人々は外国人に親切な国である。彼の給料
は最初、月に1300ユーロだった。しかし、クロ
アチアを出たときの悲惨な状況を思えば、夢は着
実に実現に向かい、今後はもっと良くなると感じ
ていた。イヴァンはその後にダブリンに移り、月
給2100ユーロの仕事を見つけた。2ヶ月前にクロ
アチアに残した彼女が到着し、職業資格にあった
仕事を探している。彼らは幸せであり、満足して
いるという。これからアイルランドに行こうと考
えている者にはただ一つのことを助言したいと彼
は述べる。それは勇気を持ち根気よくやることで
ある。まめにやることであり、最初から簡単にう
まくいくと考えてはならない。しかし、成功は可
能であることを先に来た多数の人々が証明してい
る。このようにイヴァンは述べる。

6-3　その他の地域からの移住者

（１）移住したがまだ就職していない人々
　首都ザグレブの南東にあるシサク（Sisak）出
身のダニイェーラ（Danijela）はドイツのフラン

クフルトに住んでいる。クロアチアでは彼女は助
産師として16年間働いてきた。現在もシサクの
病院に在職している。彼女はこのとき36歳、二
人の子どもがいた。ドイツに来た理由は、もっと
良い稼ぎを得るためであり、家族を扶養し、誇り
を持って生活できるようになるためである。ダニ
イェーラは助産師の専門学校を卒業し、昼夜を問
わずに三交代勤務で働いてきたが、クロアチアで
は仕事から得られる収入ではきちんとした暮らし
ができなかった。そこで勤務先の病院を1年間休
職し、ドイツで仕事を探すことにした。今はフラ
ンクフルトの友人の元に身を寄せ、求職活動をし
ている。
　ダニイェーラが当面する問題はドイツ語であ
る。彼女によれば、近年ドイツの病院では基準が
厳しくなり、すべての外国人労働者はドイツ語を
堪能に話すことが求められる。昔のように片言の
ドイツ語では就職できない。ゲーテ・インスチ
チュートが実施するドイツ語能力試験に合格しな
ければならない。これは初心者には簡単なことで
はない。しかし、彼女は楽観的である。時間はか
かっても最後には必要な語学水準に到達できる。
彼女にとって唯一の障害はドイツ語であり、これ
を乗り越えればすぐに就職できる。このように彼
女は信じている。
　就職したら、クロアチアに戻ることはないだろ
うとダニイェーラは述べる。彼女は二人の子ども
をドイツに呼び寄せ、幸福な未来を保証したいと
考えている。助産師の仕事に就くまでは別の仕
事に従事する予定だとダニイェーラは述べる。こ
こでの生活費が必要であり、実家に預けている子
どもにいくらか仕送りをしてやりたいからであ
る 49。
　次にマリヤーナ（Marijana）は30歳の女性。ク
ロアチアではある大学の経済学部を卒業し、銀行
に就職した。定期的に収入がある安定した仕事で
ある。これはこの国では大変幸運なことだと誰も
が考える。しかし、彼女は自分の人生にさらなる
期待を抱き、仕事を休職し、新しい仕事を求めて、
ドイツのフランクフルトにやってきた。クロアチ
アでの仕事は年金受給者になるまで続けられる。
しかし、彼女は自分の仕事がもっと評価されるこ
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とを望み、専門的知識と能力を発揮するように刺
激されるビジネス環境に身を置きたいと考えた。
クロアチアの仕事ではそのようなことが期待でき
ないと彼女は述べる。
　マリヤーナは次のように述べる。必要ならばい
くらでも仕事をする。しかし、それは給料によっ
て報われることを望む。加えて勉強をし、進歩し
たい。知識と経験の点で自分はまだ限界まで到達
していない。ここでの仕事は厳しいが、負けない
自信はある。ここよりも有益な機会はこれから出
てこないように思われる。
　あと数年クロアチアにいたら自分を満足させる
仕事を見つけることができなくなるとマリヤーナ
は思っている。そのため転職の準備をしてきた。
自分のビジネスを起業することも考えたが、大き
な元手が必要であり、ビジネス環境が悪いのであ
きらめたという。
　マリヤーナはドイツの事情はよく知っていると
述べる。電気工学・計算機科学学部を卒業した
友人がクロアチアの仕事を捨てて、ドイツで働い
ているからである。彼はインターネットで仕事に
応募した。給料、昇進の有利性と可能性は申し分
がないと彼女の友人は述べる。彼によれば、ドイ
ツ人は設定した目標を達成すれば、必ずこれに報
いてくれる。彼は1年半働いた後、その仕事ぶり
が認められて昇進した。現在、マリヤーナはドイ
ツ語を勉強し、就職に備えている。彼女にとって
唯一重要なことは、仕事が自分の経験と学歴に見
合っていることだと述べる 50。
（２）移住し就職した人々 1
　マルコ（Marko）はアドリア海に浮かぶコル
チューラ島出身の29歳の若者。クロアチアで彼
はメディアの仕事に10年ほど従事し、渡航の前
は首都ザグレブでスポーツ記事のライターをして
いた。メディアの仕事は彼が一生続けたいと思う
職業であった。しかし、クロアチアでは労働条件
が悪く、仕事から得られる収入では生き延びるの
が精一杯だった。マルコは自分の能力と知識を誰
かに知らせ、評価してもらいたいと思った。クロ
アチアの状況がすぐには良くなるとは彼には思え
なかった。そこで外国で働くことを決意し、2015

年6月にベルリンに移住した。ドイツを選んだ理

由は、まずクロアチアから近いことである。飛行
機を使えばすぐに帰れる。また何よりも首都のベ
ルリンにドイツ人と結婚した同郷の親戚の女性が
住んでいて、自立するまで手助けを期待できたか
らであった。それにマルコにとって、ドイツは勤
勉に働けば何かを達成できるノーマルな国家の代
表だったからである。
　前述のマリヤーナとは違って、マルコはどんな
仕事でもやるつもりでいた。その意味で「ゼロか
ら出発する」と彼は述べた。マルコはさらにこう
続けた。自分は外国人であり、身の丈に合わない
特権を求めることはできない。肉体労働もいとわ
ないつもりだ。最初は親戚に頼るが、その後はす
べて自分自身の努力にかかっている。自分の意欲
と能力は必ず認めてもらえると思っている 51。
　4ヶ月後にマルコは再度のインタビューを受け
た。このとき彼はベルリンの中心からそう遠くな
いところにある4つ星ホテルで働いていた。ホテ
ルは部屋が200あり、彼の仕事は部屋の冷蔵庫（ミ
ニ・バー）の飲み物の補填であった。彼は毎日4

時間、週5日働いて700ユーロを稼ぐ。また月に
数回は夕方のシフトで食器の洗浄の仕事を行い、
450ユーロを稼いでいる。給料は毎月の月末に定
期的に入金されるが、これはマルコにとっては驚
きだった。クロアチアでは数か月遅れて給料が支
払われ、雇用主がその支払いの義務を果たさない
こともよくあるからだ。とくに不安定で使い捨て
にされる記者の仕事はそうである。ホテルではド
イツ人の従業員は数名であり、残りの従業員はす
べて外国人である。上司はトルコ人である。マル
コによると、今回の仕事は縁故で得たが、ここで
はそれは不可欠な要素ではない。仕事はいくらで
もあるからだ。
　マルコは今、アパートメントを探している。そ
のためにお金を貯めなければならないと述べる。
部屋には備え付けの家具や調度品がないのが通常
であり、すべて新たに購入しなければならないか
らだ。ベルリンでは三ヶ月分の家賃の前払いを家
主は要求する。家賃は総じてクロアチアの相場よ
りも高い。しかし、食料品の価格はザグレブとほ
ぼ同じであり、ガソリン代はドイツの方が安い。
一人暮らしをするのは厳しいが、彼女か友人と一
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緒に住むなら生活は楽だろう。
　マルコは同時に新しい仕事に就くことも考えて
いる。まずはホテルのレストランでウエイターの
仕事に就きたいと考えている。そうすれば月給は
1400ユーロないし1500ユーロに増える。彼はド
イツ語を渡航の前に学習し、今では不自由なく話
すことができる。マルコは、ゆくゆくはクロアチ
アでやっていたようにメディアの仕事に就きたい
と考えている。ただしそのために今よりもはるか
にドイツ語に堪能になる必要があり、それゆえに
語学の勉強を続けている。彼は1年後にはメディ
アの仕事に応募するつもりでいる 52。
（３）移住し就職した人々 2
　アントニア（Antonia）とトミスラヴ（Tomislav）
はドイツ南西部のシュトゥットガルト（Stuttgart）
で働く電気工学と情報技術の修士号をもつエンジ
ニアである。彼らは2013年7月にザグレブ大学電
気工学・計算機科学部を修了後数ヶ月後にドイツ
で希望の職に就くことができた。
　彼らが外国で就職しようとした理由は種々ある
が、共通の理由は、クロアチアでは希望する仕事
に就けそうにないことであった。エンジニアとし
て最も関心がある、技術先進国でもっとも発達し
た分野で研究と開発を行っている企業が現在のク
ロアチアにはないからだ。アントニアは1年前に
ドイツで就職したボーイフレンドから手助けと支
援を受けて移民を最終的に決意した。他方、トミ
スラヴは常日頃から外国での生活を夢見ていたの
で外国での就職に迷いはなかった。
　アントニアは無人飛行機に使用される制御器と
電気モーターの設計を担当する技術者として働
き、トミスラヴは自動車部品と電動工具のメー
カーであるロバート・ボッシュ（Robert Bosch）
の開発部門で技術者として働いている。彼らは
別々に就職活動をし、偶然にしてシュトゥットガ
ルトの郊外の同じ通りに職場をもつことになった
のである。
　クロアチアでの事情に照らせばすぐに仕事を見
つけたようにみなされるが、アントニアとトミス
ラヴはいずれも、ドイツで電気工学のエンジニア
の仕事を得るのはそう簡単なことではないと述べ
る。職探しの際に最大の利点となるのはドイツ語

の能力である。ドイツ語ができなくとも就職は可
能である。しかし、その場合には就職活動により
多くの時間がかかる。なぜなら、職場で英語を使
用するインターナショナルな企業のみが選択肢に
なるからである。その場合でも面接ではドイツ語
を勉強し語学の能力を高めたいという意思を示す
ことが望ましい。
　アントニアはウェブサイトで検索し、およそ
30社の企業に応募した。そのうち10社が彼女を
面接に呼んだ。彼女の同僚はドイツ語がよくでき
なかったので英語で応募した。そのため企業の選
択肢が限られ、就職活動に時間がかかった。しか
し、根気よく就職活動をすれば必ず最後には仕事
は見つかる。このようにアントニアは強調する。
　トミスラヴも根気よく探すことが一番大事だと
述べる。彼は80社以上の企業に応募した。就職
活動は卒業前の2か月と卒業後の3か月、つまり
5か月に及んだ。採用に至るまではいくつかのス
テップがある。人事の担当者は1，2度電話で基
本的な能力を尋ねる。候補者が基準を満足し、良
い印象を与えれば、会社が旅費を支給し、面接試
験に呼ぶ。面接では大学で習得しておくべき基本
的な知識の有無を確かめるような質問が出され
る。通常、面接の1週間後には採否が伝えられる。
　トミスラヴの初任給はクロアチアで同じ仕事を
する人々が得る給料の2倍を超える。給料は今後
の契約更新によってもっと増える見込みがある。
現在は十分な暮らしをしながら給料の半分以上を
貯金している。ドイツで唯一高いのはアパートメ
ントの家賃であり、その他の物価はむしろ安い。
ここでは従業員はお金の心配をする必要がない。
仕事をしていれば月末の前には給料が入る。
　アントニアもこれに同意見である。ここではア
パートメントを見つけるのは仕事を探すよりも難
しい。1つの物件に70人が応募する。しかし、ア
パートメントを探すことができれば、外国での生
活は慣れるのは難しくない。ただドイツ人は親切
だが、生真面目すぎるところがある。ユーモアの
精神を有していないし、羽目を外すことはしない
し、困惑させられるほど寛容である。自分は依然
としてこちらの生活に適応中だが、多分100パー
セント慣れることはないと思う。このようにアン
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トニアは述べる。
　アントニアは将来クロアチアに帰国し、ドイツ
で獲得した知識と技能をクロアチアで活用したい
と述べる。しかし、トミスラヴは帰国を考えてい
ない。彼はドイツ国籍を取得することを考えてい
る。将来家族をもったときに、多くのクロアチア
人がやっているような二つの場所を行き来する生
活はしたくないとトミスラヴは述べる 53。

7　国外への移住者急増の意味

7-1　国外移住の理由

　前節でみた国外への移住者の急増が何を意味し
ているのかを考察し、本稿のまとめとしたい。
　国外へ移住する理由をクロアチアの側から考え
ると次の5点を指摘することができる。第1に人々
が住む地域に就職先がないことである。これはス
ラヴォニア地方から仕事を求めて国外に移住した
人々にもっともよくみられる理由である。前述の
事例でいうとオシイェク出身のカルメリータやイ
ヴァン、ダルダ出身のニコラがこれに当たる。し
かし、これはこの地域だけの問題ではない。公的
部門（地方自治体の役場、その運営する公共サー
ビスの事業体、公的企業）の職場を除くと、安定
した雇用の場がない地域はこの国には非常に多
い。
　しかし、人々の中には就職をしていてもその仕
事を辞めて国外に移住する者がいる。それは彼ら
が国内の職場の労働条件に満足していないからで
ある。とくに自分が稼ぐ賃金水準に対して大きな
不満をもっている人々は非常に多い。前述の事例
でいうと、シサク出身のダニイェーラやオシイェ
ク出身のフルヴォイェとスンチッツァの夫婦がこ
れに該当する。他方、ヨーロッパの国々ではアパー
トメントの家賃こそ非常に高いが、その他の物価
はクロアチアとほぼ同じ水準の国は多い。逆にい
うと、クロアチアの物価水準はそれほど高い 54。
ところが給与水準には大きな違いがある。
　たとえば、国家統計局の発表によると、クロア
チアの平均賃金は2016年7月に手取りで5594クー
ナ（745ユーロ）、税や社会保険料の控除前の粗

給与額で7646クーナ（991ユーロ）である 55。こ
れに対し、2015年のドイツの平均月収は3134ユー
ロである。したがって、ドイツの給料は手取りで
クロアチアの4倍、粗給与額で3倍の水準にある。
ドイツで働いている移民の記事では、クロアチア
での仕事よりも2倍から3倍の稼ぎを得ていると
述べるケースをよくみる 56。家賃の高さを考慮し
てもドイツで働けばクロアチアで働く場合よりも
ずっと多くの可処分所得を得ることができる。こ
のようなよりよい給与水準と生活水準の獲得が移
住の第2の理由である。
　しかし、外国での仕事の魅力は給与水準の高さ
だけではない。もう一つの重要な事柄は外国の職
場はクロアチアの職場よりも多くの可能性を提供
してくれることであり、それが移住の第3の要因
となっている。さらにいうとこれには二つの要素
がある。一つは努力によって賃金を引き上げてい
くことが可能なことである。最初は給料の安い仕
事、たとえば部屋の支度係やウエイター、その他
の単純サービス業務でも、経験を積んでより賃金
の高い仕事に移ることで給料を上げることができ
る。そこでの仕事が気に入らなければ別の仕事を
探すことができる。それゆえにこそ、「ゼロから
出発する」と述べたコルチューラ出身のマルコが
最初はホテルの最下層の仕事で満足し、元職のメ
ディアの仕事へのキャリアアップを目指してドイ
ツ語の勉強を黙々と続けることができると考えら
れる。
　外国の職場が提供する可能性について、もう一
つの重要な要素は能力開発の可能性である。これ
は前述の事例でいえば、ザグレブの大学で修士号
を取得後にすぐにドイツで就職したアントニアと
トミスラヴに当てはまる。一般にクロアチアでは
得られない高い給料と大きな能力開発の可能性は
高学歴の若者に共通した外国への移住の動機であ
る。本稿では取り上げなかったが、クロアチアで
「頭脳流出」として大きな問題になっている高学
歴人材の流出にはエンジニアの他に病院に勤務す
る医師の流出がある。その場合も外国の医療機関
がクロアチアの医療機関よりも高い給料を支払う
ことに加えて、医療知識と技術を高める機会を与
える有給の研修期間を提供することが大きな魅力
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になり、流出が促されていることが指摘されてい
る 57。
　第4にクロアチア人の移民労働者は欧州諸国の
労働市場で一定の優位性があることである。少な
くともバルカン半島の諸国出身の外国人労働者の
中では（たとえば、ブルガリア人、ルーマニア人、
トルコ人との比較においては）頭一つ抜けた存在
となっている。その理由は外国語の運用・学習能
力と学校教育水準の高さにある。外国語の能力で
は大学卒業者はいうにおよばず、中等教育学校卒
業者のレベルでも英語、ドイツ語、フランス語を
話せる者は多い。とくにドイツ語はクロアチア人
が自信をもつ外国語である。これはクロアチアが
かつてはハプスブルク君主国（オーストリア=ハ
ンガリー帝国）の構成単位であったことを背景に
している。学校教育の水準に関してもクロアチア
は欧州諸国と遜色のない教育制度を有することが
知られ、労働者の技能や高等教育修了者の基礎的
能力の高さには定評がある 58。そのためにクロア
チア人の移民労働者に対しては各分野で労働市場
の需要が大きい。
　第5にこの国の近い将来に人々が希望を失って
いることがある。これは政治不信と置き換えても
よい。この国の独立以来、人々は20年以上にわたっ
て低成長の時代に耐えてきた。しかし、政治指導
者の約束に反し、経済状況と生活水準はいっこう
に改善しなかった。とくに2009年から2014年の
長期の景気後退局面ではどうしようもない閉塞状
況が続いた。人々の中にはクライエンタリズムに
期待し、政党や政治家におもねる行動をとる者も
いた。しかし、便宜を受けるのは政治家と関係の
深い一部の人々のみであり、大半の人々に恩恵は

来なかった。それどころか、失業や生活水準の悪
化によっていっそうのダメージを受けた人々も少
なくなかった 59。スラヴォニア地方からの移民に
みられるように、外国への移住は経済的な必要性
に迫られての行動であることが多いが、それはこ
の国の政治の無策への静かな抗議行動とみなすこ
とができる 60。

7-2　高学歴の若者に魅力的な雇用創出の課題
　
　失業問題はこの国の最大の社会問題の一つであ
り、政府は各種の雇用促進政策を推進してきた。
表34は2016年9月8日時点でのこの政策の利用者
をまとめたものであるが、常時3万人前後の利用
者がいることが分かる。その中心は事業主に雇用
奨励金（賃金ないし社会保険料に対する最大1年
間の助成）を給付し、4ヶ月ないし6ヶ月以上の
失業登録者を半年以上の期間で雇用させ、その後
に1年以上の雇用契約を結ばせるというものであ
る。
　これらの政策はそれなりの意義があることは確
かだが、失業問題の解決には力不足であることは
否定できない。各種の雇用促進事業の期間中の賃
金は最低賃金の水準しか保証されていないし、事
業主がその後に締結する雇用契約は大半の場合に
期間の定めのある雇用契約である。雇用期間が終
われば契約が更新されずに再び失業者になる恐れ
が大きい。そのために政府の雇用促進政策は失業
者とって魅力的な政策にはなっていない。
　近年の国外への移住者の急増は単に雇用の場が
国内にないことだけではなく、それに加えて高学
歴の若者の意欲と挑戦心を満足させるような職場
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が国内にないことを意味している。したがって、
現在の失業対策事業のような雇用促進政策をいく
ら拡充しても抜本的な問題解決にならないことは
明らかである。高学歴の人材の国外への流出を抑
制するためには彼らにとって魅力のある雇用先を
国内に作る必要がある。そのためには第1に若者
に魅力的な職場を提供できるような国内外の企業
の立地を促進する必要があり、第2に意欲と挑戦
心のある人々の新規起業を促進する必要がある。
　幸いにしてポジティブな方向への変化の兆しは
いくつかある。その一つは、2016年7月に世界的
な IT企業である IBMがザグレブに事業拠点を開
設することを発表したことである。2017年1月に
営業を開始し、500人の従業員を新規に採用する
予定である。その採用活動はすでに始まっている。
注目すべきことは、クロアチア政府が積極的に誘
致活動を行い、スロヴェニアとスロヴァキアとの
競争との上で誘致に成功したことである。政府は
これが起爆剤となって関連企業が国内に立地・起
業することを期待している。
　もう一つは私の若い友人の話である。マルコ・
イグニャティッチ（Marko Ignjatić）は1986年生
まれ、クロアチア生まれのセルビア人である。彼
は内戦後にクロアチアに戻った帰還者であるが、
長らくセルビア人系の非政府組織の幹部を務めて
きた。この団体の上位団体は国会に議席をもつセ
ルビア人政党（独立民主セルビア人党）の傘下に
ある。少数民族を対象にした政府からの補助金に
よって団体の財政は安定し、彼はそこでの専従職
員として定年まで勤続することができた。いわば
公務員に近い存在であり、クロアチアでは人もう
らやむ職場の一つであるといってよい。しかし、
2016年2月に彼はこの団体の仕事を辞め、ザグレ
ブにある民間の経営コンサルティング会社に転職
した 61。この企業はクロアチア人が創設した地元
資本の会社であり、多くの企業を顧客として抱え
る大変有望な企業である。ところが彼は3ヶ月ほ
どでこの会社を辞めてしまった。会社に大きな不
満があったわけではない。もっと面白い仕事に出
会ったためである。
　その仕事とは IT企業の起業である。マルコの
友人はアメリカに本社があるクラウドコンピュー

ティング・サービスの提供企業の系列化にある会
社を経営し、急成長をしていた。彼の友人は自分
の会社のビジネスの拡大のため、クロアチアにお
ける事業を分社することを決め、その会社の設立
と経営をマルコに委ねたのである。マルコの会
社はマイクロソフト社のビジネスパートナーとな
り、「マイクロソフト･ダイナミックス（Microsoft 

Dynamics）」という業務アプリケーションを企業
や団体に導入し、またシステム構築後にその保守
点検を請け負う。そのために数名の技術者を採用
するという。
　クロアチアでは企業の営業活動の IT化は緒に
就いたばかりである。行政組織や病院などのサー
ビスの IT化も遅れているので、このようなシス
テム構築の仕事はこれから大きな需要が見込め
る。いったんソフトウエアの売り込みに成功すれ
ば、その後は保守点検の仕事を継続的に受注でき
る。このようにマルコの新しい仕事は今後に成長
が期待できる有望なビジネスである。会社設立後
の最初の仕事もすでに決まっていると述べる。も
ちろん他社製品との競争があり、経営上のリスク
もある。しかし、それゆえにこそ挑戦的な仕事で
あるという。大変頼もしい話である。
　政府は高等教育に相当の資金を投入している。
したがって、高学歴の若者の外国への流出は国家
にとって大きな損失である。そのため、クロアチ
アでは高学歴の若者の国外流出を食い止めるため
に、「国家の予算で教育を受けた学生は卒業後に
一定の期間国内にとどまることを義務付ける。そ
れでも外国に行きたいという者には国家に教育費
用の返金を義務付けるべきだ」と教育を担当する
閣僚がテレビの討論番組の中で述べて物議を醸し
た 62。もちろん市民の間ではこのような意見に反
対する者が多い 63。「頭脳流出」による国家の損
失を嘆くよりは、高学歴の人材が国内に残りたい
と思うような職場を作ることの方が重要であると
私も考える。この点では多くの企業が集積し、人
口も大きいザグレブを中心とした地域には大き
な成長の可能性がある。新規産業の創出やベン
チャー企業の創業を促進すると同時に税や社会保
険料などの負担を軽減し、企業の成長を促すよう
な政策を政府は講ずる必要がある。
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　表31でみたように、クロアチアの人口移動の
半分は国内の他地域への移動である。スラヴォニ
ア地方においても人口移動の半分は国内の他地域
への移動である。外国への移住だけでなく、国内
の他地域への移動にも注目する必要がある。この
点で重要なのはザグレブ市である。ザグレブ市は
外国からの移入よりは外国への移出が多く、この
限りでは「流出超」である。しかし、他県からの
移入は他県への移出を大きく上回る。国内の移出
入の差は国内外の移出入の差を上回り、トータル
な差し引きでは「流入超」である。つまり、それ
だけザグレブは人々にとって魅力のある都市であ
る。この人口の流れをもっと太くする必要がある
と私は考える。そのための成長戦略を政府は立案
し、実行する必要がある。
　幸いにクロアチア経済には追い風が吹いてい
る。一つは欧州経済の景気回復に伴う輸出と観光
客の増加である。もう一つはEU基金による公共
投資の増加である。これらはいずれも経済を成長
させ、景気回復をしばらく継続させる要因とな
る。閉塞状況を打開するための時間は与えられて
いる。クロアチアの政治指導者はそのように考え
るべきだろう。この時間を利用して様々な分野で
改革を進め、高学歴の若者が国内にとどまりたい
と思うような雇用の場の創出を支援するような政
策をこの国の政治指導者は打ち出していく必要が
ある。

注
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 http://m.tportal.hr/414204/U-pola-godine-u-Njemacku-

doselilo-oko-25-000-Hrvata.html）。

2 “Iz Hrvatske najviše iseljavaju mladi i obrazovani ljudi”, 

Dnevnik.hr 10.01.2015,

 http://dnevnik.hr/vijesti/hrvatska/iz-hrvatske-najvise-

iseljavaju-mladi-i-obrazovani-ljudi---367989.html. 

3 たとえば、ドイツでは労働力不足を埋めるため

には今後15年間に毎年50万人の移民を受け入

れる必要があると同国のベアテルスマン基金

（Bertelsmann Stiftung）の報告は述べている。次を

参照。”Germany’s labor market needs more immigrants 

from non-EU countries”, Press release of Bertelsmann 

Stiftung, 03.27.2015,

 https://www.bertelsmann-stiftung.de/en/press/press-

releases/press-release/pid/germanys-labor-market-

needs-more-immigrants-from-non-eu-countries/. 

4 一例としてツィプリンを中心とするザグレブ大学

経済学部の人口学者のグループによる研究（Ivan 
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13 労働力調査は四半期ごとに集計・公表されるが、

ここでは四期の平均値を各年の統計値としている。

14 クロアチアの労働力調査の結果について注意すべ
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収入（給料またはそれ以外の対価報酬）を伴う仕
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近い将来に仕事を始める予定だった人、(3)今後2
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主義に基づく就職は私的部門と公的部門で同様に
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起こっていると述べられている。

19 “NAJPOŽELJNIJI POSAO U HRVATSKOJ Javna 

poduzeća, radi se manje, a plaća je veća za 2.000 kuna”, 

Jutarnji list 22.02.2014.,
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hrvatskoj-javna-poduzeca-radi-se-manje-a-placa-je-
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20 “Uhljebi, naprijed! Partije zaposle 40.000 ljudi kada 

ugrabe vlast, na red su došli HDZ-ovci”, Slobodna 
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Dalmacija 07.03.2015.,
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clanak/id/266012/uhljebi-naprijed-partije-zaposle-

40000-ljudi-kada-ugrabe-vlast-na-red-su-dosli-hdz-ovci.

 “U četiri godine mandata zaposli se 20.000 politički 

podobnih osoba”, Večernji.hr 05.03.2015.,

 http://www.vecernji.hr/gospodarstvo/udruga-lipa-u-

cetiri-godine-mandata-zaposli-se-20000-politicki-

podobnih-osoba-993301.

21 “ZNANSTVENICA ZA JUTARNJI 'Političari ne žele 

reformirati državne tvrtke jer je tu moć'”,Jutarnji List 

26.02.2014.,
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22 国家統計局が発表したデータによると、2016年7

月の平均給与額は手取りで5594クーナであるが､

産業部門別に大きな格差がある。平均給与額が高

い産業は石油・天然ガス採掘業（9038クーナ）、た

ばこ製造業（8145クーナ）、石油精製業（8848クー

ナ）、医薬品・医薬製剤製造業（9087クーナ）、コ

ンピュータ、電子・光学製品製造業（8283クーナ）、

電気、ガス、蒸気および空調供給業（7326クー

ナ）、航空機輸送業（9758クーナ）、金融・保険業

（7676クーナ）などがある。いずれも公的企業が大

半を占める産業、または重要な公的企業が含まれ

る産業である（Državni zavod za statistiku, Prosječna 

mjesečna isplaćena neto plaća po zaposlenome u 

pravnim osobama Republike Hrvatske, 2016）。

23 “RAZOTKRIVENO KAKO SU KADROVIRALI 

VLADAJUĆI Iz McDonaldsa u Janaf, iz stranke u 

ACI...”, Jutarnji List 30.07.2014.,

 http://www.jutarnji.hr/vijesti/hrvatska/razotkriveno-

kako-su-kadrovirali-vladajuci-iz-mcdonaldsa-u-janaf-iz-

stranke-u-aci.../682705/.  “Kako je Kukuriku koalicija 

potukla rekorde u zapošljavanju podobnih”, Direktno.hr 

24.05.2016.,

 http://direktno.hr/en/2014/direkt/35391/Kako-je-

Kukuriku-koalicija-potukla-rekorde-u-zapo%C5% 

A1ljavanju-podobnih.htm. 

24 なおこの国で政党雇用が横行する重要な背景には

各政党が多数の党員を抱えていることがある。主

要な11政党の党員は合計すると約43万人、クロア

チアの人口の10%に当たる数である。各政党の党

員の大半は就職の世話や様々な便宜供与を期待し

て入党する。政党の中で国会議員の数では小政党

でありながら当委員数が非常に多いのがクロアチ

ア人民党とクロアチア農民党である。両党の党員

数はいずれも約45000人、これはこの国の二大政党

の一つである社会民主党の党員数（約4万人）を上

回る。クロアチアの政党の中でも両党は政党雇用

を際だって熱心に行い、恩顧主義（クライエンタ

リズム）的な行動をとる政党として知られている

（”HNS Vesne Pusić ima više članova od Milanovićeva 

SDP-a”, Večernji.hr 10.10.2013,

 http://www.vecernji.hr/hrvatska/hns-vesne-pusic-

ima-vise-clanova-od-milanoviceva-sdp-a-625615,, 

“Otkrivamo zanimlj ive podatke o s t ranačkom 

članstvu”,tportal.hr,16.7.2014 7:00:00,

 ht tp: / /www.tportal .hr/vi jest i /hrvatska/342264/

Otkrivamo-zanimljive-podatke-o-stranackom-clanstvu.

htm）。

25 その際にコラチェヴィッチは経営していた会社が

倒産した後、銀行から融資を受け、仲間とともに

企業を買収した。そのあとこれを他の企業に転売

し、銀行からの負債も返済した。その経過の不透

明さから意図的に会社を倒産させて一儲けした

のではないかという疑いが持たれている。Zlatko 

Koračević vodit će HEP, a lepoglavsku Lepu otjerao je u 

stečaj,

 http://rs.seebiz.eu/zlatko-koracevic-vodit-ce-hep-a-

lepoglavsku-lepu-otjerao-je-u-stecaj/ar-27150/.

26 以上は、”Kako je Kukuriku koalicija potukla rekorde u 

zapošljavanju podobnih” Direktno.hr、24.05.2016,

 http://direktno.hr/en/2014/direkt/35391/Kako-je-

Kukuriku-koalicija-potukla-rekorde-u-zapošljavanju-

podobnih.htm, Nezadovoljni radnici HEP-a: Kako 

smo postali stranačka tvrtka HNS-a?, HRsvijet.net, 

29.06.2016,

 http://www.hrsvijet.net/index.php/vijesti/132-hrvatska/

43423-nezadovoljni-radnici-hep-a-kako-smo-postali-

stranacka-tvrtka-hns-a,による。

27 “Direktorica u HEP-u 'uhljebila' je svog sina, kćer, 

snahu i zeta”,
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 http://www.24sata.hr/news/direktorica-u-hep-u-

uhljebila-je-svog-sina-kcer-snahu-i-zeta-382389 - 

24sata.hr. 

 クロアチア電力では前政権の時代にも政党任用を

めぐるスキャンダルがあった。最も有名な例は政

党幹部の架空雇用事件である。すなわち、クロア

チア民主同盟党員のラーデ・ブリュバシッチ（Rade 
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になっていて、給料が支払われていた。しかも、

この人物は従業員に適用される特典価格でクロア

チア電力からアパートメントを購入していた。彼

の本当の職場はクロアチア民主同盟の本部であっ

た。この事件ではクロアチア電力の元経営委員会

議長を始め5人の経営幹部が職権乱用により会社

に損失を与えた罪で起訴された。Slučaj Buljubašića 

i HEP-a: Mravak negira krivnju, Slobodna Dalmacija 

29.10.2009.,

 http://www.slobodnadalmacija.hr/novosti/hrvatska/

clanak/id/73693/slucaj-buljubasica-i-hep-a-mravak-

negira-krivnju. 

28 “TVRTKA ZA ZBRINJAVANJE POLITIČARA 

Zaposlili čak 40 članova SDP-a, pokrenuta istraga”, 
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ゴーラン・ベウス・リフェムベルグ（Goran Beus 
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 “Bivšoj tajnici splitskog SDP-a izmišljeno radno 

mjesto!”, tportal.hr 06.02.2014.,
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 http://www.glasistre.hr/vijesti/pula_istra/groznjan-

dunis-predlozen-za-ravnatelja-kult-centra-439368.

39 “OTKRIVAMO: REKORDER U NEPOTIZMU 
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53 以 上 は 次 に よ る。“Uspješni i ambiciozni: Mladi 

Hrvati otkrili kako su u Njemačkoj s lakoćom pronašli 

posao po mjeri”, Srednja.hr 22.03.2014.,

 http://www.srednja.hr/Novosti/Korak-do-posla/

Uspjesni-i-ambiciozni-Mladi-Hrvati-otkrili-kako-su-u-

Njemackoj-s-lakocom-pronasli-posao-po-mjeri. 

54 食料品はほぼ同じ価格水準だが、アルコール飲料、
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シュトゥットガルトに移住し、セメントと建設資

材の検査員の職に就いた。フルタイムの従業員と

して採用された時点でその給料はクロアチアの平

均賃金の3倍であったと述べる。以上、次の記事

による。”U Njemačkoj zarađuje tri hrvatske prosječne 

plaće,” Večernji.hr 29.09.2016.,

 http://www.vecernji.hr/hrvatska/u-njemackoj-zaraduje-

tri-hrvatske-prosjecne-place-1062711. 

 また ｢ダブリンの生活（Život u Dublinu）｣ という

ブログの作者アナ－マリヤ（Ana-Marija）はザグ

レブを去ってダブリンに来た理由を次のように説

明している。「ザグレブの平均給与は税引き後に

5409クーナ。これは714.46ユーロである。これに

対しダブリンの平均給与は18685クーナ、これは

2468ユーロであり、ザグレブよりも245%も多い」

（”Lani je u Irsku otišlo 5500 Hrvata, većina je uspjela 

i gotovo se nitko nije vratio”, Glas Slavonije 16. 03. 

2016.,

 http://www.glas-slavonije.hr/296181/1/Lani-je-u-Irsku-

otislo-5500-Hrvata-vecina-je-uspjela-i-gotovo-se-nitko-

nije-vratio）。 

57 “Tisuće hrvatskih liječnika dobilo ponude koje se ne 

mogu odbiti,” tportal.hr 25.03.2016.,

 http://www.tportal.hr/vijesti/hrvatska/421879/Tisuce-

hrvatskih-lijecnika-dobilo-ponude-koje-se-ne-mogu-

odbiti.html. 

58 たとえば、欧州委員会がクロアチアの教育制度と

人材訓練制度を点検した報告書においても、労働

者の技能教育の充実（職業教育と専門学校に進学

する生徒の割合がEU諸国平均に比べて20%以上も

上回る）と高等教育の学生の学習意欲の高さ（18

歳から24歳の者について専門学校や大学を中退す

る者の割合が2014年にEU諸国平均では11.1% で

あるが、クロアチアではそれは2.7％にとどまる）

ことを、この国の優位性として指摘している（EU 

komisija, Pregled obrazovanja i osposobljavanja za 2015 

– Hrvatska, 2015）。

 またクロアチア人の側も労働市場の評価と需要の

大きさを知っていて、自己の労働力の安売りをし

ないようである。この点について、長年ドイツの

マンハイムのカリタス（カトリック教会の慈善組

織）で働き、クロアチアからの移住者を手助けし

てきたイリヤ・ペラン（Ilija Peran）はこう述べ

る。ドイツ経済が不況期にあってもクロアチアか

ら来た外国人労働者は10ユーロを下回る時間給

では仕事をしない。これに対して、その他の国か

ら来た労働者は仕事のやり方をよく知っている者

でも最低賃金の5ユーロで働く（”Ispovijest mlade 

gastarbajterice: U Njemačkoj vidim bolju budućnost za 

svoju djecu,” Slobodna Dalmacija 27.10.2013,

 http://www.slobodnadalmacija.hr/novosti/hrvatska/

clanak/id/216170/ispovijest-mlade-gastarbajterice-u-
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njemackoj-vidim-bolju-buducnost-za-svoju-djecu）。 

59 失業問題と並んで近年の大きな問題は債務を返済

できなくなって破産した人の急増である。クロア

チアの金融庁（FINA：Finaciska Agencija）の発表

によると、債務不履行のために金融機関の口座が

差し押さえられた市民の数は2011年1月に78000

人だったが、5年半後の2016年7月には4倍増の

328357人と驚異的な増加を示している。これは総

人口の7.6%に相当する大きさである。負債総額は

402.6億クーナ（6140億円）とこれも過去最高を更

新中である（FINA, Pregled stanja blokade građana po 

gradovima i županijama, 2016.07.20）。

60 「私は出国する。この国ではまったく明るい見通し

をもてないからだ」。こう述べるのは38歳のオシ

イェクの住民のパヴレ（Pavle）である。彼はさら

にこう続ける。「雇われて働いていたときには僅か

な見返りで便宜を図ったり、逆に賄賂を送ったり

していた。しかし、自分の会社をもったときには

どこに踏み出そうとしても国家の圧力に直面した。

そのため会社を閉鎖せざるを得なかった。要する

にこの国では力のない市民は幸運がない。政治、

社会、経済の状況はすべて悪い。だから他のEU諸

国への移動の自由を人々が行使するのは驚きでは

ない。自分には妻と3歳の子どもがいる、政治家が

語るようなよりよい時代が来るのを待つことはで

きない。彼らは信じられないからだ」（” ZEMLJA 

U NESTAJANJU. U dvije godine čak 50.000 Hrvata 

iselilo u Europsku uniju! “, Jutarnji List 08.06.2015.,

 http://www.jutarnji.hr/vijesti/hrvatska/zemlja-u-

nestajanju-u-dvije-godine-cak-50.000-hrvata-iselilo-u-

europsku-uniju/393262/）。 

61 転職の理由は非政府組織の仕事に少し飽きてきた

ところがあり、自分の能力を活かした仕事に挑戦

してみたかったからだ彼はと述べる。彼は大学で

は経営学を学び、この分野で自分の能力に磨きを

かけたいと思い、経営コンサルティングの会社に

応募した。その際の就職は縁故採用ではなく、公

募による選考の結果として採用された。大変立派

なことであるが、ザグレブにはこのように実力本

位で従業員を採用する新興企業が多くあるとマル

コは述べる。このことは注目すべきことである。

62 その上でこの大臣は、1年ごとに国家が彼らの教

育にどれだけの費用を負担しているかを示す明細

書を送るべきだと述べた。“MORNAR 'Tko nakon 

studija želi otići van, neka vrati novac. Tko ostane, neka 

osnuje start-up' “. Jutarnji List 27.11.2014.,

 http://www.jutarnji.hr/vijesti/hrvatska/mornar-tko-

nakon-studija-zeli-otici-van-neka-vrati-novac.-tko-

ostane-neka-osnuje-start-up/584989/. “Oni studenti koji 

odu van trebaju vratiti novac za studiranja”, Večernji.hr 

27.11.2014.,

 http://www.vecernji.hr/hrvatska/oni-studenti-koji-odu-

van-trebaju-vratiti-novac-za-studiranje-976116. 

63 クロアチアの日刊紙「ヴェチェールニイ・リスト」

が実施したインターネット調査では3605人の回答

者のうち反対が2478（69%）、賛成が1127（31%）

だった（Ibid.）。また2015年5月にクロアチア教育

センターが実施した360人を対象とするアンケー

ト調査では、反対は64%、賛成は36%だった。反

対の意見には次のようなものがある。「この国で働

くことができないことは学生の責任ではない」、「学

生定員に関する政策の失敗は学生の責任ではない。

まして経済状況が悪いのは彼らの責任ではない」。

賛成の36%のうち、18%は教育費用の全額返還を

求め、18%は半額の返還を求めている。


